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本 調査 は,日 本 自転車振興会の機械工業振興資金 によ る 「昭和45年 度情

報処理 に関す る調査研究補助事業 」の一環 として実施 した もの で す。



序 に 代 え て

当財団では情報化社会の進展 する中で産 業の変化 を解明するために,「 産業の

情報 化小委員会 」を設 け,調 査 を実施い たしました。 本報告書 は,そ の結果 をと

りまとめた ものです。

ここに,本 報告書 と りま とめに ご尽力下 さった委員および ご支援賜わ った関係

各位 に感謝の意 を表 します とともに本報 告書 が広 く各方面 に利用 され,わ が国の情

報処理 の発展 に寄 与で きます よ う念願す る次第 であ ります。

昭和46年5月

財 団法人 日本情報処理開発 セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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総 論

`

わが国の産業および企業は,現 在多様化する環境の変化に対応して,コ ンピュータの高度な活

用による情報化を図ることが必須な条件となっている。貿易 ・資本の自由化を中心とする急速な

国際化への移行,国 民生活の向‡による消費構造の多様化 ・複雑化 水・空気汚染等の公害問題,

消費者運動などの外部環境の変化,ま た,内 部環境 としては新技術 ・新製品の研究開発,設 備投

資,労 働力の確保 賃金の高騰などが従来にも増して新たな問題として,そ の対応が余儀な く要

求 されてきているのである。
●

■

$

1.産 業 の根 底 の 変 化 一

環境変化 にと もなう産業の根底の変化を,ケ ースタデ ィ業種 についでみることとす る。

多 くの産業は,最 近 の多様化複雑化 しつつあ る消費者の嗜好に応 じた製品を開発 す る必要にせ

まられている。

とくに耐久消費財を作 る家庭電機業 においては,急 速 に発展す る技術を消化,吸 収 し,市 場に

応 じた新製品を開発す るとともに 急増す る販売量に応ず るための生産体制,サ ー ビス体制 を整

備する必要がある。生産高の推移をみ た場合6年 毎に3倍 の割合で増大してい ることか らも裏付

られ る。 また,昭 和50年 におけ る需要は4.1兆 円 と昭和44年 比 で2倍 に達す るものとみられ

ている。 このよ うな需要に対処 した生産 を行な うためには,従 前よ り一層,消 費者 の嗜好を適確

に とらえた市場情報 を活用 しなければな らな くな って きた。

需要の多様化は,従 来比較的影響が少ない もの と見 られていた重電機,機 械 造船等の重 工業

の分野 において も現われて きてい る。 これ らの産業は,一 般大衆を相 手とす る産業のよ うにキメ

がこまかで,時 間に影響 され る情報を主 とするよ りは,長 期的な景気動向,他 産業の設 備投資状

況,技 術の研究開発動向な どの情報が重要であ る。 しかしなが ら,適 確な生産計画立案のために,

情報収集分析の範囲が従来の直接需要者に関す る情報 に併せ最終需要者に関する情報 までに広 が

ってきていて,こ のよ うな広範囲で多 角的な情報 を組合せ分析することが今後 ますます必要度が

高 くな って行 くものといえ る。重電機,機 械,造 船の 各産業においては生 産工程管理 に情報処理

利用の重点が 置かれてい るが,コ ス トの低下のために標準品の ウエイ トを高めようとして,需 要

および生産に関す る情報 を分析,最 も市場性のあ る標準製品を開発 してい る。

このように需要 に応 じた産業の変化 は非製造業 の分野 において も生 じている。情報を取 り扱 う

新聞'放 送業では従来の一般大衆 を対 象とした情報 サー ビスに加え,サ ー ビス分野 を限定 した特

定情報のサー ビス・ 詳細な内容の情報のサー ビスの クラス ・メデ ィア としての新規サービスを新

たに取 り入れて行 きつつ ある。 ま た,ビ デオ,あ るいは音声をカセ ットテープに収録 し販売す る
,
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コンピ ュータ学院を経営す るな ど情報関連業 を事業 として取 り上げ多角的に経営す る方向にあ る。

同様 に比較的時流の波に影響 されないといわれる生命保険業界}お いて も顧客のニーズに応じた

サービスを展開 しつつあ る。 生活水準の向上お よび災害危険の増加 を背景に従 来の老後保障を主

とした保険か ら,災 害 ・死亡保障を取 り入れた保険,保 障額の高額な保険な ど新規保険が登場 し

てい ることな どはその一例 といえよう。

以上,産 業の変化を事例的にとりあげて きたが製造業 においては,質 的な面の改良を加えつつ急

増する生産量 に応 じる体制をと らなければな らないことも重要な課題 であ る。

産業界 では,変 化に対応す るための要件の1つ として,情 報を迅速 に適確に把握し,そ の戦術

な り戦略を講 じてい る。 コンピュータの導入利用に力が注がれてい るの もその一つであ る。
`

2.産 業 の 情報 化

産業におけ る情報化は,多 くの現象によ りとらえ ることがで きる。その一つは企業 における情

報処理の高度利用 の方 向であ り,他 の一つは,企 業内組織の管理部門の増強や プロジェク ト制に

み られる組織の ソフト化であ る。 さらには情報ネ ットワークの形成 などであ る。

電気機器業 では受注生産 と仕込生産の両面 の生 産体 制をとってい るが,受 注生産では部品の標

準化 を前提として受注データの集計分析に コンピュー タを利用す ること,ま た,生 産,営 業,購

買,配 送などの各 部門をシステムとして統合化をはか るな どが進んでい る。 このことは,機 械業

造船業 などの他産業で も同様に進展 しているといえる。 そして,企 業 内の情報処理が進 展しπ 、

くと下請企業,販 売会社等の関連企業 との間で情報処 理または情報の結合が進みネ ットワークが

形成 され るよ うになって くる。 すでに造船業界では鉄鋼会社 との間に鋼材発注のため磁気テープ

によるデータの交換が行 なわれていて,こ れを基礎 に業界全体の システム化 に発展す ることが考

え られてい る。

また,生 命保険業についてみると,コ ンピュータの 利用は,他 産 業 に比 し早 ぐか ら行なわれ,

多 量なデータ処理 を要す る保険料徴収保全事務を中心 としたオペレー ショナルな面の システム化

が進め られて きた。そ して今後はさ らに本支店 をオ ンラインによ りネットワークを形成す ること

、によ り事務処理の迅速化 ・高度化 をはか り企業内を合理 化す るとともに顧 客サ ービスの向上をね

らいとしてい る。 一方,生 命保険業界全体 として、生命保険協会が中 心とな って実施 してい る死

亡率調査 は,企 業 のプランニング情報 の一つ として,そ の利用価値 は高い。 このよ うな業 界全体

の活動は,将 来の情報処理 を研究す る場 として専門 機関 日本アクチ ェリー会 が設置 さ・れてい る。

放速業では,大 衆の好みに合 う亡㌣を企画製作す るため,多 くの情報の分析 をコンピュータに

・り行な・てい… ジ・一の獅 、 り・ジオや・・ビの臓 は低下・つ働 ・れに

合わせ,番 組 に対す る好み も多様化していて企画面へ のコンピュー タ利用が,最 も重視 されてい

旬
る。また,広 告効果の予測 など販売面への利用 も進んでいる。サー ビスエ リアが限定 されている

民間放送 会社では,番 組 単位 当 りのコス トを引 き下げ るために,で きるだけ全国ネ ットワークに

のせ ることとして,ま た全国的広告主への販売のため各 種の情報交換が進 め られている。

●

`

●

一2一



以上の事例 は,ご く一部につ き情報処理 を特徴的に とらえた ものがあ るが。 情報化 によ り企業

活動を機能的に組織 的に遂行 しつっあ り,こ のための企業内組織 も情報処理部門の新設や強化が

積極的に行なわれてい る。 しか しなが ら,産 業 の情 報化 における問題点として,情 報を適確 に分

析し利用す る人材の不足であ り,ト ップ ・マネージャーの情報化に対す る認識 向上が必要であ り,

各 部門が変化 に対応して柔軟 に 変化す ることであ り,ミ ドル マネー ジャーのコンピュータ ・マイ

ンドの必要性である等が特 にあげ られ てい る。

t

●

●

●
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1電 気 機 械 工 業

t電 気機 械工 業 の 内容

1-1電 気機械は電気エネルギーの発生,送 配および利用のための機器を総称 してbり
,次

の通 り分類される。

機種別内訳

大分 類 中 分 類 小 分 類

重 電 機
回 転 機 械

静 止 機 器

・発電機,電 動機,電 動 機一体機器他

変圧器,開 閉器,制 御器他

電子 機器

通 信 機 器

電子応用機器

電 子 部 品

電信電話装置,放 送装置,搬 送装置他

電子計算機,無 線応用装置,其 他電子応用装置

部品付属品,電 子管半導体,電 子材料

家庭(民舗)

電 器

重電応用機器

電子応用機器

冷蔵庫,洗 濯機,電 熱冷暖房機器他

テレビ受像機,ラ ジオ受信機,音 声周波装置他

そ の 他

電 気 計 測器

配線照明機器

電 池

電気測定器,工 業計器

電球,配 線及び照明器具

蓄電池,乾 電池

この他,信 号関係機器は電気機器 に含める場合 と合めない場 合があるが ,こ こでは含

めず,同 様 π産業機械,事 務機器等 も含めない。

ξ,

1⊥ ＼2電 機 メーカの分類

'

㌍ 電気機械は前項の よう喧 旅 わたるので,こ の製 造販売 を滅 な蝿 機メーカ も多

岐πわたるが,一 般 π次の通 り分類 され る。

メー カ別 説 明 内 訳

総合メー カ ほとん(勤らゆる電気機器を製鍼 売

専業 メーカ

大分類の1つ をほとんどすべ

て製造販売

(D重 電 機

(2)電 子 機器(通 信機)

(3)家 庭電器

専門 メー カ

中分類の1つ をほとんどすべ

て製造販売

(D重 電 機(4)計 測器

(2)電 子 機器(5)照 明

(3)家 庭電 器(6)電 池

部品メー カ 電子機器の部品を製造販売
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1-5経 営形態

総合 メーカお よび専業 メー カはその製造 のために多 くの部品生産および加工の関係会

社を持 ち,販 売のために販売会社,代 理 店を持 ってい る。 また,運 輸,不 動産等 の付帯

業務をお こな う会社 を分離独立させてお り,こ の ように してそれぞれ1つ の企業集団を

形成 してい る。

他方,最 近にいた って新産業ない しシステ ム産業が脚光 を浴び るにつわ,こ ヵ らの産

業は種 々関連する企業が 緊密 な関係にた って協 力し合 うことに よっては じめて実現され

る。電気機械 はこれ らの新産業 の動力お よび脳神経 をなす もので あるので,新 産業を実

現する企業 グループの中核 となり,あ るいは他の関連企業 と緊密に協 力 し合 っている。

t

,

2産 業 の 根底 の変 化

2-1生 産高の推移

電気機器の生産高の推移は次の通 り,

一;

6年 毎 に5倍 の割合で増大 してい る。

(金 額;億 円)

＼ 52年 58年 44年 58/32 44/58 44/52

重 電 機 1,712 5,568 8,790
倍

1.97 2、 寧 51管

電 子 機器 916 5554 12,780 564 5.83 1592

家 庭 電 器 1,179 6,077 1ス505 5.15 2.85 14.68

そ の 他 705 1,67'2 4,29一 2.57 2.5フ 610

計 4,512 1鳥451 45170 521 2.98 958

(通 産 省,生 産動態統計 より)

電気機械の生産 ない し需要の増加とその割合をみれば,

最初重電機が産業の動力として発展し,

家庭電器が国民生活の向上 とともに急激に増大し,

電子機器が社会経済の脳神経としてその比重をいちX'る しく増 している。

■

ワ

2-2需 要 見通 し

次に昭和50年 需 要見通 しについては,日 本機械工業連合会 の発表 した資料に よれば

次の通 りであ り,今 後6年 間に2.4倍 強増大す ると予想され る。
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●

44年 度 50年 度
㌔ 50/44

重 電 機

電 子 機 器

家 庭 電 器

其 他

兄401

13,706

1〔 ㌧540

4,775

18,8.15

42,758

41,050

10,224

2。管

512

2.26

2.14

計 46,421 11ろ845 244

(金 額;億 円)

年 率16.0%

「新経済社会発展計画 」に よれば,昭 和45年 度 より50年 度 の国民総生産 の年成

長率は名 目14.7%,実 質10.6%で あ るので,電 気機械 の生産は これ より上廻 って

いるo

2-3輸 出の動向

次に電気機械の輸出は前項の日本機械工業連合会の資料によれば次の通 りである。

(⑫:億 膓)

44年 度 実 績
、

50年 度 予 想

重 電 機

電 子 機 器

家庭 電 器

そ の 他

生 産 高
内
輸 出高 輸出比率 生 産 高

内
輸 出高 輸出比率

兄401

15706

1鳥540

4ラ75

891

1,556

5,447

480

95

99

54.5

101

1鳥815

42,758

41,050

'り0
,224

1,965

5876

12,588

1,020

1α4

91

50.2

1〔LO

計 46,421 8」74 1ス3 i12,845 1号247 1z1

●

■

この他,発 展途上国等において合弁企業等を設け部品加工や製品組立てをおこなってい

るo

2-4マ ー ケティ ング志向

我が国の電機 メーカは従来 よリマー ケテ ィングを重視 していた。 それは重電機,通 信

機メーカの多 くが欧米 のメー カと技術提携 を していたので,技 術ばか りでな くマーケテ

ィング等 の経営方法 も摂取 してお り,技 術提 携を していなか った企業 も競争上マーケテ

ィングの考え と方法 をとり入れていた。

また,家 庭電 器は戦後急速に需要されているが,家 庭電器 メー カは当時 よリマーケテ

ィングを中心 に経営 し,顧 客のニーズに適 う商品を開発 して販売す ることに努 めている。
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しか しなが ら従来 は高度経済成長に支え られ,ま た欧米 の基本的技術 を導入 し,そ れ

を応用 することに よって生産高は急速 に増大す ることが できたが,今 後 は安定成長の時

代に入 り国際競争 もますます激化するので技術の 自由開発 をはか り,需 要にかな う商品

をマーケテ ィングす る要請が増 大 している。 このためには企業規模の大小を問わず研究

開発,購 買,生 産,販 売の分野 ばか りでなく,利 益管理 と資金管理 と総合 した経営全般

にコンピュータを積極的 に利用することが不可欠 にな っている。

電

3技 術 と 生 産

5-1生 産 形態'

電 気機器はそのマーケティングと生産の方法により受注生産 と多量生産 とに大別され る。

(1)受 注生産

顧 客と仕様 を打合わせて受注 し,次 いで設計 して生産 し顧客に納入す る。

(2)仕 込生産

需要の動 向を調査 して商品を開 発 し,次 いで仕込生産 して販売す る。 たX'し,受 注

生産され る製 品において も受注動 向より部品や構成品 を標準化 して生産 し在庫 してお

き,そ れ らを組合わせ ることによって顧 客の要望に適 う製品を迅速 に生産するよ うに

なっているo

他 方,仕 込生産される製品において も若干種類の型式を多量生産す る時代 は過 ぎ,

顧 客 の好 みに応 じた形式 を提供するために,自 動車工業,六 異したテイラー ド・マス

プロダク ションの方法 を採用 してい る。

そ して この ような生産を計画 し管理す るために コンピュー タが積極的に利用 されてい

るo'

5潔 乙 販売形態

電気 機械 の販売 も従来 次の2つ の形態 に大 別されている。

(1)直 接販売

パ 金額が大 きく部 品数 の多投 受注生産 品はメーカの販売部門がセールス ・エンジニア
,

と ともに顧客 と直接打合わせて受注 し納入 してい る。

(2)ル ー ト販売

仕込生産 して全国の需要者 に需要 される製品は卸売店ない し代理店,小 売店 を通 し

て販売されてい る。

その後,直 接販売され る製品 も代理店等 を仲介 として販売されるとともに,よ り太 き

●

,

,
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なシステムを構成するよう舶 社の他部 門で総 合 して販売 される よう繊
。ている。

ま
,た,ル ー ト販売 され る製 品 も販 売流通業 界の発展 に応 じて多様化され てい ってい

るが ・このよ うな販売 のために・ン ピ一 夕が不敬 の もの とな
。ている。

,

G

5-5技 術開発

電機メーカの多くは戦後欧米時 機メーカより基本的技術挿 入し
,その応用啄 め

ていたが・技術較差が縮小し資本の自由化が進むにつれて
,自 主開発が強調されてい

るo

特にぽ 麟 ない しシステ魂 業の発展を靴 ,個 ・の製品を開発して販売すると

ともに それらをシステ・として提供す・趨 プ・ジ・ハ の設定が必敏 な
。てい

る・ このためにはニーズ(・eed・)と シーズ(8e
ed。)を 総合 してプ 。ジエク ト

を立案選択す助 法が必要 になり・PATTERN(Pl。nni。gA,,i,t。 。ce

Th「oughTech・i・alE・ ・1・a・i・ ・f・ ・R・1・v・nceN・mbers)

あるいはPPrlS(Pl・nni・g-P・ ・9・ammi・g -B・dg。 ・i。g-S,、,。m)

の 方法 を応用 している。

この方法 を大規模曝 閉 し応用 するためには ・ンピユータが不歌 であ り
,す でに

技術情報の検索やPERT勲 騙 されてい る・ン ピ・一・を・の面 の矛umと と もに

総合 している。

,

●

、4.生 産 性 の向上

4-1労 働力と生産性

電気醐 の生産高鞠8%前 後で増大しているが ,従 来は労鱗 紬 産業であ.

て・順 数を増加するこ培 よ・てその半ば近 くを賄
。てきた.こ 鰍 沢 は次表の通

りあらわされる○

労働力と生産性の推移

(人員数;万 人伸び率
;%)

54年

人 員 数

54～42秤 均 効 率 42年42～50鋼 車こ庫 50年

人 員数
生 産撒 蹴 人員数 生 産 噸 `蜷

製 造 業

機 械 工 業

電 気 機 械

852.0

172.0

550

16

19

18

5

7

8

11

12

10

1・292013

29ZO18

101,021

2

5

4

11

15

17

t5500

584.0

1550

日本開発銀行資料
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この表 より電気機械 の人員増加は機械工業全体 よりも大 きく,生 産性 の向上は小さい

ことが し られる。

4-2省 力機械の導入

これ に対 し,42年 以 降は人員数 の増大が難か しく,賃 金 も従来以上 に騰貴するので,

生 産性 の向上 を真剣に計画 し実施 してい る。前の 日本開発銀行 の調査 において,最 近導

入 さた主要な省力機械 は次 の通 りであ る。

亀

分 野 主 要 な 省 力 機 械

部 品 加 工 NC加 工 機,NC旋 盤,NCタ ー ニ ン グ,NCフ ラ イ ス 盤,NCタ ー レ

(含 中間検査) ツ トパ ン チ プ レ ス,マ シニ ング ・グ セ ン タ ー,NCタ ー レ ッ ト旋 盤,NCけ

組 立 がき装置,NC付 部品挿入機

高速 自動 プレス,コ イル成形装置,自 動捲線機,検 査 自動化設備,半 自

動布線機 布線試験機 コンデンサー自動組立装置 部品自動選別機
■

自動ハンダ付装置 静電塗装装置 自動挿入歳 自動錆め機 部品自動
,

積み機 ター ンテー ブル自動組立機

包 装 自動梱包機

製 品 保 管 自動倉庫

工 程 間 運 搬 部 品自動搬送供 給装 置,自 動 コンベア,コ ンベア式組立装置

そ の 他 自動製図機,展 開 図清書機,自 動作 図 古

1蹴 購

●

4-5今 後の見通 し

上記の主要省力機械の導入状況は今後 も省力をはかる分野を示 しているが,同 時にこ

れ らの分野をシステム的に統合してその全体としての生産性を向上させることが重要に

なっている。

この考えは従来 よりIE(イ ンダス トリアル ・エンジニア リング)と して発展 してい る

が,コ ンピュータの積極 的な利用 に よって実 現され ている。

また,生 産部門の生産性の 向上により,直 接作業人員に対する間接作業人員の割合は,ま

す ます増大 してい る。 したが って生産性の向上は技術,購 買運輸,営 業部門 をは じめ管

理部門において要請されているが,こ れ らの関係各部門を総 合 した効率の向上 がさきと

同 じ理 由により重視 されてい る。

したが って以下 これ ら経営 の関係各 部門にわた って効率の向上 をはか っている主要な

,
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問題につい て,コ ンピュー タの応用に よる解決方法 を考察 しよう。

,

●

5受 注 生 産 に お け る シ ス テ ム

5-t部 品,構 成品の標準 化

受注生産 される機器においては顧客 と打合せた仕様に基づ く設計 のコ ンピュータ化が

進め られている。 これは設計済みの資料の とり出し,設 計 計 算 等に細 分されるが,設

計 計算 には,こ のための専用の コン ピュータが利 用されている。

他方,こ のコンピュー タ化 をお こなうためには部品,構 成品の標準化 をはかることが

前提 とな り,こ の標準的部 品,構 成品 を組 み合 わせ,必 要に応 じ特殊な部品,構 成品を

設計 し生産 することに よってお こなわれる。

この部 品,構 成品の標準化は受注データを集計分析する とともに,需 要動 向を把握す る

ことによって可能にな り,ま た新妻量 を見込 してあ らか じめ仕込生産 し在 庫してお くこ

とに より,受 注生産 の納期 を短縮することが可能に なる。

■

■

5-一一2受 注,生 産,出 荷 システ ム

次 の段階は顧客 の指定する仕様に したがって迅速 に設計 して生産 し納入す ることで あ

る。 このために生産部 門だけでなく,営 業,設 計,購 買,運 輸 等関係全 部門をシステ ム

として総合する必要がある。

まず,営 業部 門は顧 客の仕様 をデータ伝送に よって設計部門に送 り,設 計部門は コン

ピュータに よって設計 し,次 い で工程計画部門は工程計画 をたてる。工 作部門は この工

程計画に したが って所要 の材料,部 品,構 成品 を所要の時期に倉 出しして生産 し,製 品が

完 成すれば 出荷 して,そ の出荷通知 と代 金回収を営業部門にデー タ伝送 す るシステムを

採用 してい る。 このシステ ムにおい てコン ピュータは受注,工 程計 画,工 程管理か ら原

価計算,代 金回収にわた るシステ ム全般に活用されている。

5-3経 営計画お よび管理 システム

第3に は,コ ン ピュータが生産計画の立案 と改 計に資 してい る。受 注生産 においても

従業員の作業量 を毎 日,毎 週お よび毎月安定させ,増 大させ るこ とが生産能率の向上 と

原価低減 のために必要 である。

このため受注済みの作業量を迅速にスケジュールするとともに.そ の損益を見積 り,

これに より作業量を確保 するために必要 な受注 を営 業部門にタイム リーに依頼する こと

が 可能になるo
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また,こ の種のデータを蓄積 し分析することに よって,将 来 の需要動向 をより適確に

想定す る情報が得 られ,従 業 員の増強 と養成,設 備投資等 の計画立案に資するよ うにな

っているo

6物 的 流 通 シ ス テ ム

6-1仕 込 生産の発展

家庭電器をは じめ とす る機器においては仕込生産の方法が発展 し,需 要 の動向 より新

製品を迅速に開発するとともに生産 している。 このためにコン ピュー タが種 々利用され

ているが,特 に需要 に応 じてモデルない しタイプ別に生産数量 を定めて生産す るために

利用 され ている。

他方,モ デルない しタイプの種類が 多 くなれ ば製 品在庫はそれ以上 の割合で増大 し,

在庫費用と流通 コス トも増大するよ うになるoこ のた め生産 システムと流通 システムを

統合 し,在 庫 と流 通コス トを縮減す るとと もπ,在 庫切れが生 じない ように配慮するこ

とが要請 され てい る。

t

,

6-2物 的流通 システ ム

しか も生産都門にくらべ流通部門のコストが割高になるの で,流 通 ゴス トを低減するた

めに物的流通 システムが研究され導入されている。 このシステ ムは メーカ段階 と流通 の

全段階をシステムとして統合 し,そ の物的流通 を合理的に改善する ものであるが,こ の

ためには物 的流通 システムと情報 システムが表面の関係 にあっては じめてその目的を達

成す ることが可能 になる。家庭電器 をは じめとする機器はそれぞれ生産担当の工場 で生

産されるので,こ の物 的流通 システム としては東京,大 阪等 の大都市に隣接 していわゆ

る戦略倉庫 ない し,中 央倉庫を設け,主 要地区毎 に配送 センターを設ける とともに,販

売店にお ける配送の協業化 をはかっている。

4

,

6-5情 報 システム

この物的流通システ ムを運営す るためには,販 売店における販売情報 を収集分析 し,

い わゆるA-B-C法 に よって販 売の多い商品 とそ うでない商品 とに分類す る。

A管 理商品 は種類では全体の10%程 度 であるが 販売高では60%以 上 を占めてい

るので,配 送セ ンター-va品揃 え しておいて販売店 に迅速に配送 する ように し,B管 理 商

品は種類 では全体 の30%程 度 であるが,販 売高では20%か ら50%で あるので,中

央倉庫に集中保管 して販売店に配送 している。
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またC管 理商品は種類は多いが販売 高が比較的少 ない ので,工 場 の倉庫に保 管 してbい

て,販 売店の依頼に より迅速 に配送するシステムを とってい るところが多い。 ・

この物 的流通 システムと情報 システ ムに より,販 売店におけ る販売状況が迅速適確に把

握されるので,モ デルない しタイプ別の生産計画 を立案 するとと もtzi,必 要 に応 じ迅速

に修正する ことが可能になる。

,

■

7関 連企業の情報 システム

7-1サ ー ビス ・システ ム

顧 客が購入 した電気機械 が家庭電 器と設備用機器 を問 わず,そ の機能 を充 分に発揮 し

て顧客に満足 して もらうためには,ア フターサー ビスの システ ムを整えて迅速 なサー ビ

スを鉛 こな う必要がある。

このためには前記の販 売会社 とな らんでサー ビス会社を設け,販 売店のサー ビスをバ

ックア ップ しているが,そ の一つはサー ビス部品の供給であ る。サー ビスに必要な部品

の種類 と量 は多 くの場合,あ らか じめ予想されるので,サ ー ビス部品 を生産 して用意 して

おき,販 売店 の依頼に応 じて迅速に提供 している。

また,販 売店でサー ビスの難か しい ものは,主 要地域毎に設け られているサー ビスセ

ンターでサー ビスす る体制 を ととのえているが ,こ れ らのサー ビスに関 する情報が製品

の改良 と次 の新製品の開発に資 してい る。

■

7-2生 産 関連企業の システ ム化

物的流通 システムお よびサー ビスシステムに よって販売,運 輸等 の機能 がシステム化

されているが,同 時 に生産関係において下請,部 品購入が システム化されてい る。

電 気機械の生産多岐にわた る部品を加工 して組立てているので,加 工等 の下請企業 が多

く,さ らにメー カより種 々の部品 を購入 してい る。 このため材料部品を必要の時に調達

・ して在庫 を少な くするために ,関 連会社 と生産情報 を迅速に収集 し利 田す るシステムが

展開されている。

このためにまず関連会社 もコン ピュータを設 置 して,そ れぞ れ必要在情報 を整備 し,次

いで親会社 として必要 な情報をそのデー タバ ンクに入れて生産計画 の立案 と,加 工 や部

品の迅速 な生産 と納入に資 してい る。
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7-5新 産 業ない しシステ ム産業 の展開

最近 にな って新産業 ない'しシステム産業が展開 してお り,顧 客は個 々の機器ではな く,

そ れ らをシステムとして組合わせた ものの機能を需要する ようになってい る。

電気機械は これ らの システ ム産業 の筋肉お 工び頭脳,神 経 としての役割 を果たすので,

各 システ ム産業に需要される。 しか も電 気機械 メー カは システム技術の能 力をそなえて

いる場合が多いので,そ のとりまとめ的機能 をお こない,そ うでない場合にもこれ らの

とりま とめ メー カに電 気機械 を提供 してい る。 この ように して電気機械 メー カは新産業

ない しシステム産業 の展開に ともない,そ れぞれ関連 メーカと業 務協力をお こな ってお

り,こ の受注,生 産等の緊密 な連絡 のた めの情報 システ ムが展開 され ている。

q

,

&社 外 情 報 の 利 用

8-t輸 出 と海外事業の増大

電気機械の輸 出は,民 生用電子機械が生産高 の30%以 上 を占めているのをは じめ,

.そ の他の機器 も10%以 上 にな っている。 しか も発展途上国を中心に合弁企業等を設 け

て部 品加工や機 器の組立 てをおこない,こ れ らの国 の経済発展に資 している。

このため電気機械 メーカは海外 の社会,経 済お よび需要,技 術動 向等に関す る情報 を

積極的に収集す る必要が あ り,こ れ らの情報 を収集す るために国内の シンクタンクばか

りでな く,海 外 の シンクタンクを利 用 している。

8-2業 界団体の役割

電気機械工業はさきに見た ように今後 とも発展が予想され るが,同 時に高度成長す る

日本経済 と規模の拡大 する世界経済の中において発展するためには,電 気機械 式一 力が

協力 して業界お よび関連業界の基本 的情報 を収集分析 し,相 互 に利用す るシステムが必

要にな っているo

この基本的情報 としては内外の生産,販 売の統計あ るいは海外の主要企業 に関する資

料 を整備 し,進 んでは業界 としての需要動向 を見通す ことである。

電 気機械 は多岐にわた^て いるので,い くつか の業界団体にわかれているが,い ずれ も

関係 メー カの協力 の下 にこれ らの基本的情報の収集に努めてお り,コ ンピュー タを利用

する構想 を持 ってい るものもあるが,こ 碗,い わゆる 「秩序あ る輸出」 と企業進出に対

して海外の業界団体等 との連絡打合 わせ もその任務の一つ となってい る。

4

●
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●

8-5デ ジ シヨン ・ルームの発展

この ような環境の中で多 くの企業はいわゆ る経営情報 システムの確立 を推進 してい る。

この システ ムの中核 となる ものは,さ きに考察 した販売,生 産お よび技術,管 理 のシス

テムであるが,最 高経営者の方針設定や経営計画の決定 にあたっては,こ れ らのシステ

ムより発生す る情報 とあわせ,業 界や社会,経 済等の社外情報が ます ます重視されてい

る。 これ らの企業内外の情報をシステマティックに収集 して中央のデータバンクに貯蔵

し,必 要に応 じ迅速 に検 索す るために コンピュー タが積極的に利用されている。

これが最 高経営者に利用 され るようにコン トロール.ル ームとして発展 してい るカ㍉ 必

要な情報 をタイムリーに利用す るばか りでな く,最 高経営者 の意思決定の過程 をシ ミュ

レー トしたモデルを設定 し,内 外の変化に応 じて種々計算 した結果 を表示 して,そ の意思

決定に資するよ う試み られている。

これが デジシ ヨン ・ルームと称 されるものであ り,複 雑な内外の状況に対応 して迅速 に

意思決定 の案 を計算 し,あ るいは最 高経営者の指示す る状況の下に於ける最適案 を直方

に計算 して表示 することが可能 になる。

■

■

9情 報 化 の 進 展 と 教 育

9-1経 営 者 に対 する教 育

電 気機械工業に属 するメーカの多 くは コン ピュータを積 極的 に経営の主要分野 と経営

全体 に応用 してい るが.こ のためにはまず経営者が コン ピュータとコンピュータを利用

した情報 システ ムを理解 する ことが前提 となる。

このため最高経営者および部門経営者に対 してこの教育が進め られ ているが,こ の目的

は次の二 つに大別されよう。

① コンピュータむ仕組みを理解 して,い わゆるコンピュー タ ・アレルギーをな くす。・

② 経営情報 システ ムを積極的に利用す るこ とに よる効果を認識す る。

9--2シ ステ ムデザイナ等の充実'・

この経営者 の積極的利用に応 じ,情 報 システムを設計 し実現するために,シ ステム ・

デザイナとプログラマの養成が おこなわれ てい る。

同時に必要 なことは,各 部門におらて実務に修熟 しているテーブルマス ターない し主任

クラスの人 がコン ピュータとシステ ムデザ インを相 当 程 度 勉 強 し,新 しい システ ムの

設計の橋渡 しをすることである。 このテーブル・マスター は経営者の要望 を充分に理解 して
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システムデザイナに伝え るとともに,一 緒 になってシステ ムを設計するこ とに より,実

際に役立 つシステムが得 られるよ うになる。

9-5従 業 員の協 力

この ような コン ピュー タの利用方法 によ り,そ のシステムに関係 のある従業 員の能 力

を充分に考慮 し,そ れに役立つ ようなシステムが設計されるので,従 業員は この利用 に

協力するであろ う。

勿論 直接コンピェ一夕に置 き換え られ る義務 もあるが,企 業では全従業員に対 してそ の

能力 を向上する教育をお こなっているので,そ の人 の能 力に適 う職務 に配置転換 される

であ ろう。

`

●

㊨

●
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皿 機 械 工 業

t情 報 化 の背 景

情報化の促進を要請するに至6た,社 会経済上の背景についてのべる。

1-1市 場条件の変化

市場条件の変化の一つとして,次 の5っ の項 目について分けてみる。

'

1-1-1需 要 の多様化

国民 の生活水準 及び消費の水準の向上は,消 費財に対する需要 の多様化 を生み,ひ い

ては.機 械工業業 界 も,従 来の仕込生産方式 による,標 準機の生産か ら,個 別受注生産

に近い方式に切換えづっあるも,そ のデ リバ リー期間 の短縮,及 び仕 込効率の向上のた

め,シ ステムの研究が進 められ てい る。

1-1-2需 要 層 に応 じた製 品の系列化

同 じ価格の製 品の中で,そ のオプシ ョン的な多様 化は当然であろ うが,客 先の ニーズ

に合わせ て,そ れぞれ コス ト,及 び仕様の面において色 々の価格の ものを,需 要層に応

じて,製 品を用意す る必要が あり,巾 広 い分野 の製 品での競争は不可能 と在 り,自 らそ

の分野も,整 理されて行 くもの と思われ る。

●

●

1-t-5企 業 間競争の激化

国際的環境下 に於ける,企 業間競争のあ り方 も,産 業体制整備政策 に基 いて,自 らそ

の様相 も変化 しつつあ り,生 産設備財である点,我 が国の高度成長 を支え て来た花 々し

い面もあるが,そ れ以上,景 気変動のたびに,大 巾な受注の増減の波を受け,そ の被害

は他業界に比 し,大 き く,自 己資本比率に見 られ る如 く,企 業体質の脆弱性を示 してい

る。 これ は,シ ステ ム以前の問題 として,前 述の如 く,機 種調整 の促 進と共 に,設 備投

資につなが る,過 当競争の防止は,企 業防衛の立場か らも,シ ス テム的解決が迫 られて

いるo

1-1-4変 化 の急速化

需要の多様化 と客層の需要動向に応 じた,製 品開発の必要 と共 に,こ れ らの市場の変

化が増々急速 化 しつつあ り,企 業 として,そ の変化 の動向をいち早 くキヤ ツチ して,対

処 して行 く必要が生 じて来 る,技 術予 測的見方 を需要予測に先行 して,各 企業に取 り入

れて行 く傾向にある。
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1-1-5生 産指向型か ら市場指向型 の経営へ

企業 の経営 は,市 場指向型の方 向に進み つつあるも,市 場動向を調査分析 し,そ れに

基 いた,技 術開発の進 め方が大切で,生 産財メーカーの特色 として,生 産指向型 よりむ

しろ技術指向型が今でも残 っている。

それは,市 場の動向調査の機能が経営の本質機能 として認識 されてい ない点 を指摘 し

得る。一方振 り返 って見れば,今 までは市場の要請 の変化に対処 し得 るだけの技術的裏

付 を作 っていた時代で もあったわけである。

●

1-2生 産 条件の変化

市場条件の変化は,生 産条件 の変化につ カが って行 くのは当然であ り,こ れは情報化 の促

進要請 として現われ てい る。

●

1-2-'r1受 注生産 と大 量生産両立の要請

市場 の多様化に応 じて,メ ーカー としてこの問題 にアプローチす る道 が二つある。

一 つは標準機的なもの と云え ども,部 品の標準化 を図 り,そ の組合せ に より,い くつ

かの部組のパターンが考え られる。その部 組の組合せに よ り客先の多様化 に対処する方

式で,生 産計画 の亦化に対 し一,共 通部品の手配の増減で,サ イク リックに吸収 して行

く,所 謂部品 インベ ン トリー管理に徹 して行 くや り方である。

もう一つは,大 型機,及 び専用機的な受注製品に対 して,部 組の モデ ュール化 を図 り

その組合せ,及 び類似部組の活用により,従 来 のそし調度方式か ら,出 来得 る限 り,計

画管理 し得る方 式に切換 え,コ ス ト及び納期の点で,国 際競走力の強化を図 らなければ

な らない。

■

1-2-2投 資意志決定の複雑化

需要の多様 化,変 化の急速 化,企 業規模の大型変 化等 に より設備投 資の意志決定はそ

の重要性 を増 しつつあ り,こ れ に対処すべ く,そ の企業 に適 した投 資シュ ミレー シヨン

モデルの開発に関心 を示 してはいるが,一 方企業外 の情報の入手が問題であ り,そ の信

頼度 からデーターの確率度を含 めた,感 度分析 を し得るこ とが望 ま しい。

また,デ シジョン トリーの様 なロジカル な分 析をし得 るORの 活 用 も今後 多 くなろ う

が,そ れは あ くまで決定 に役立 つための ものであ リィンホーマル的 な決定 が当分の間続

くと思われ る。PPBSの 研究熱 も盛んにな って来 ている点 も附言 して置 く。

●
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1-2-5労 働 力不足の進行

以 上の他労働 力不足の進 行 も,一 つの背景 になってお り,従 来のぜいた くな人 の使 い

方はゆるされな くなって来ている。新 しい従業員 もレベルの高い大学出が 占める率が高

くな り,当 然定型的処理業 務をすべ て機械化する ことに よ り,よ り質的 な業務に人を使

って行 くことになろ う。

■

1-3企 業組織,産 業組織の変化

最後に,企 業組織,産 業組織の変化 も情報化を必要 とする要因として見逃がすわけにはい

かない。

,

1--3-1企 業 の大型化,複 雑化

日本経済の発展 と共 に,企 業規模 も大型化が進み,同 時に,そ の組織運営 も複雑性 を

増 しつつあ り,特 に管理 部門では手作業に よる事務が急増 し,経 営活動の総合性 と効率

を向上させるためには,そ の情報 タイ ミング,斉 合性の点で欠 く所 あ り,ト ータルシス

テ ムの確立が今 日程その必要性が叫けばれている時は無い と思 う。

又,企 業に止まらず,海 外進 出の増 大や関連会社 との情報の交換 もそ の必要性が叫ば

れつつあ り,そ のよ うな情報処理 システムの促進 が行われるで あろ う
。

■

●

1-5-2企 業集団の活動の緊密化

機械 メー カーの,部 品 の調達は.親 企業 を中心 と して,数 多 くの系列会社並 に下請企

業か らなる企業集団に より営 まわてい る。その企業内の迅速 に して大量 な情報相互交換

は,両 者にとって不可欠 な ものにな りつつあるが,現 在の下請企業の規模があま りに も

小さ くて親企業への隷属性が強 い点,問 題 を含んでお り,今 後の部品専業 メー カとして

位置付 けが進 め られるに従 って,こ のニーズ も改 めて認識さカてこよう。 それには ,業

界 として,部 品規格化 と共 に,工 具の標準化につ いて も,今 後取 り組むべ き問題であろ

う。,

1--5-5NISの 発 展'

この企業集団内の情報交換 システ ム,及 び同業者内の情報交流 システ ムも,NISの

一部を構成す るものだが
,そ の情報の流 れの中で,自 らの機能の向上 を図 ることが大切

で,こ の流れか ら離れた企業は,空 気 のない所で生存する ような もので ,自 らの企業 の

位置 づけに対 して考えて置 く必要 があろう。
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2企 業 内の情 報 化

産業の情報化の第1側 面として,ま ず個別企業内の情報化について,そ の現状と将来の動向

について見 よう。

2--1現 状

以上の ように,市 場の変化,生 産条件の変化,組 織の変化な どを背景に,業 界の情報化 シ

ステ ムも,漸 くス ター トについた所であ り従来の事務機械化時代か ら,電 算機へ の切換え も

終 り,従 来のバ ッチ処理 か ら,ト ータル システムへ と逐次進 も うとしてい る。

しか し現状は,そ の トータル化 を進め る上 で多 くの問題 を抱 えてむ り,主 と してEDP以

前 の問題が多い。

機械業界の特性 として,各 企業は,そ の専門的技術の上 に成 立 して鉛 り,従 ってそ の規模

は小 さい所が 多 く,売 上に対 するEDPハ ー ドの比率 もレンタル比でO.3%程 度 で,企 業 内

の事情か ら押 え られが ちであ り,自 らその進展 の速度に限界を生 じてい るが,そ れは一面の

見方であり,コ ン ピュー ター化を通 して,開 発し得 るソフ トウエアーが製 品の一部 として考

え られ る方向昭あり,そ の点 か ら見れば,そ の制限 も自ら変 る ことは事実である。

その一つ として,多 種小量生産体制であるのが一般であり,大 型機専用機等受注生 産の製

品が多 く,処 理中心のシステ ムが大部分で,デ ー ター中心の システ ムへの移行は,今 後の ソ

フ トウエアーの開発 に,侯 つ所が多 いb

しか し一面,標 準機的製 品と言え ど も,前 述の如 く,客 先の多様化,及 び変化に対応せ し

め るためには,部 品の標準 化を図る必要 があり,そ のためにはGTコ ー ドの導 入を初 めその

検索手法 としてMFSの 採 用等 が行 われている。

要するに,デ ー ターの源流 インプットシステムの確立を トー タルシステ ム以前の問題 と し

で,取 組んでいるのが現状である。

その二 として,労 働集 約的産業 であり,従 って附加価値率が高 いのは,結 構 なこ とである

が,一 方労働力を多 く必要 とする点,量 か ら質への転換を考えねばな らない。その様な意味

か ら,コ ンピューターを軸 として,DNCの 研 究が進め られてk・ り,業 界の任務である,生

産設備 としてのハ ー ド提供か ら,最 適手段提供 としてのソ フトを含めた,シ ステ ムと言 う形

で製品を考えねば な らな くな って来 てい るのが現状である。 しか しコン ピューター と,そ の

端末機器のインターフェースが各 メー カーにより異 なって知り,そ の標準化は大 きな問題が

残 ってい る。

一方設計の分野では ,個 々の技術計算の利用とい う意味か らは頭打 ちに なりつつあ り,最

適設計へ のニー ドが叫ばれてい るわけで,自 動設計が実用化され てい るのは一部の分野 に限

られ,人 と計算機 との対話 に よるCADと 言 う形 であり,各 計算 モデュール化 に よる,シ ス
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テムの確立が急がれている。

事務部門に於 ては,PCS時 代 か ら,バ 。チ処理 の機械化が進 められてきてい るが,工 程

管理一 つ取 り上げ て見て も,磁 気テープペー スが多 く,残 高管理的な域 を出ていない。最近,

前述の如 く,源 流 インプソ ト方式に よ り,デ ーターが デ ィスクに ファイルされ,そ のデータ

ー間の リンケー ジを取 り得 るソフトウ
エアー も導 入されつつあり,デ ー ター整 備の時期にあ

るといえ るが,組 織的に も,又 その要員について も新 しい 分野として認識し創ゴれ ☆ らない。

その三 として,個 有的技術度が高い点で,昔 の職人的技術 の保存 も,現 在伺,尊 重 されて

い るが,こ の点 も,機 械の保守技術,及 び 自動化 に より,解 決 しつつ ある。最近のアダブテ

ィプコン トロールの如 く,従 来の経験的技術は,こ の システ ムの中に吃収され,よ り適切 な

技術 コン トロールがなされ ようと してい る。

設計面に於ては,図 面の標 準化,GT化 を前提 とした,設 計 ロジ。クのパター ン化 を狙 っ

てお り,こ れは,急 増 しつつ ある設計技術者の省 力の狙いのみでない。 図面 の自動製 図は,

コ ンピューターに図面の内容 を与えた結果 に成 り,設 計 出図か ら手配業務までに必要 な業務

が 自動化 し得 る可能性を示す ことになる。即 ち,製 造明細書か らNCテ ー プ,標 準時間等,

準備作業 の自動化に連 な り,ス ケジューリング機能 と前述のDNCシ ス テムとの結合 によb

将 来の無人工場 への可能性 を示 す ものであろ う。

●
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■

2-2今 後 の方向

以上,MISへ の道 と して,ト ータルシステムを指向す る色 々の側 面か らのアプローチに

ついて記述 して来 たが,こ れ らは主 としてオペ レー ションシステムである。 オペレーシ ョン

システ ムの 自動化 の狙いは,単 なる省力的効果でな く,よ 力高い計画機能及 び経営機能への

前提で ある。人間の介入 を排 除 し,ロ ジック化並 に機械化 し得 るζとは,逆 に人間が より高

い レベ ルで,介 入 し得 ることを示す ものである。 これが,MISへ の基本的考え方である。

第1図 は経営管理機能関連 ブロック表 の一例 を示 したにす ぎないが,経 営管理機能 を,.5

つ の レベルと,5っ の ステップ に,プ ロツク化 した ものである。5っ のレベルは次の通 りで

あ り,

0レ ベル;予 側 システ ム

1レ ベル;プ ランニ ングシステム

2レ ベル;オ ペレーショナル ブランニン グシステム

3レ ベル;フ ァイ リングシステム

4レ ベル;オ ペレーションシステム

今後,MISへ のアプローチの為 には,こ の レベル毎 のデー ター処理 の一元化された シス'

テ ム化 と同時に,各 レベル間のインテグレー トを如何にロジック化 し得るかが課題で あろ う。

●

2-5工 場 の 自動 化

自動化 され た工場の究極的 なイメージは,い わゆる無人 の完全オー トメーション工場で あ

ろ う。 しか し,機 械工業特 に小品種の大量生産方式を取 り得ない機械 メー カーでは,製 造の

全プロセスか ら人 を全 く排除する ことは技術的に も,経 済的に も当分の間,実 現困難 と思わ

れ る。 また,急 速 な技術革新に伴 う,製 品の変化,生 産計画の変化 に適応 し得 るフレキシビ

リテ ィへ の要求が,よ り高まるもの と思われるので,コ ンピューター を高度に利用 したマ ン

'マ シシシステ ・が
,瞳 化された工場 に・姉 に勅 入 れられて行 く傾向槻 受け られ る.

こ の自動化の対象 は,主 と して部品の製造過程,材 料,完 成部品の保 管,搬 送過程に向 け ら

れてい るが,今 後 ロボッ トの開発 と共に,組 立の 自動化へ と進んでい くもの と云われ てい る。

材料か ら製品出荷に至る間の直接作業の他に,物 流を コントロールす るための間接作業は,

多種小量生産にある程,増 加せざ るを得 ない。工場全体の スループッ トを向上させ るために

は,個 々の工程の生産性ρ向上と同時に,全 工程 を統 合管理す る上位 のシステ ムの機 能の増

加が必要であ り,生 産管理 システムのEDP化 もこのニーズに答える方法で あろ う。

多品種少量 の生産 を行 う機械工場 に於て,省 力化を行 うためのエースとして,NC工 作 機

械が脚光 を浴 びてい るが,更 に工程間の部品の搬送,加 工の段取替えの ロスを排除 し得 るマ

シニングセンターの地位が高まって行 くであろう。 これ らNC工 作機械に於 ては,加 工前の
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ツー リン グ準備,NCプ ロ グラムテー プの作成に,大 きな工数 を要するので,小 量 と云 って

も,経 済的なロッ トサ イズには,自 か ら限界はある。 しかし,生 産管理上は,計 画通 りの生

産が容易であ り,統 制管理 の必要が著 しく軽減 され,ま た部 品の製造 リー ドタイ ムが短縮 さ

れるため在庫,仕 掛費用 の低減が期待出来 よう。

機械工場内のNC機,マ シニ ン グセンターを直接,集 中的に制御するDNC方 式 は,マ シ

ンシゴツブ全体 の直接作業 と同時に,仕 事の割 当て,部 品の搬送供給を も,同 時に コン トロ

ールす る機能 が要求され る
。個 々の部品加工の自動化か ら,更 に工場 の自動 化へ と,制 御の

範囲が広が るため,生 産管 理システムとの結合が,DNCシ ステムに於 ては必要 となる。直

接作業の制御の他に,作 業 のモニター リング,ジ ョブの ディスパッチング等 の間接作業を,

上 位 のセン トラルコンピュー タで,取 扱 っている生 産管理システムと,結 合させ て,綜 合化

す る方向に進むであぢ う。

経済性 を考慮 すると,将 来 のマシンシヨツブは,ロ ットサ イズの小さい部品を加工する般

用工作機械群(.GTラ イ ン化bよ びジョブショヅプ形式 に配置)';ロ ッ トサ イズが ミデ ィア

ムの部品を対象 としたNC機,マ シニングセンター機群(プ ロセスコン ピュー ターで集中制

御):と に グ屍 ニピン グされ,こ れ らの機械群の生産管理 を行 うセン トラ)レコン ピユ一夕ー

が, 、ジョブのディスパッチ,モ ニターを行 う形式になるであろ う。DNCに 対 しては,直 接

セン トラルコン ピューターと結 合を行 い得 る可能性 はある。 しか し,随 所に,人 間の判断 ,

制 御意 図を受入れ得 る,マ ンマシンシステ ムの方が,ジ ヨブシヨツブには,適 していよう。

生産計画面に於 ては,加 工機の経済 的特性に合致 したワークの仕分けが,重 要であ り,こ の

ためにはGT手 法 の適用が必要 となろ う。

ただ し,NC機 に対 しては従来の分類基準とは,異 った観点で,仕 分けね ばな らない。

いつれにせ よ,自 動化す るためには,計 画,準 備段階'に大 きなウエイトをかけね ば,な ら

ず,計 画 ・準備作業の省力化 が次 の大 きな目標 となる。 この段階におけるEDPの 利 用は更

に進歩させる必要が あろ う。

●

ザ

■

3NISの 形 状

MISの 次 はNISの 意 味か らは,前 述の如 く,多 くの問題 を残す ことに なろ う。特に プラ

ンニングシステ ムに於 ては,0レ ベ ルの予測 システムの確立 が基本 となり
,そ の上でのインホ

ーマル な情報 を如何に組 立て るかは非常に難 しい問題 であ り
,オ ペレー ションレベルでのNI

Sの 方が先に進 む可能性 をもっている。 この場 合,い ずれにせ よ,デ ー ターのオンライン化が

前提であ り,通 信行政の今後の在 り方 につ いても大いに関心 を持たねばな らない。
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4・ 業 界 団 体 の役 割 の 変 化

情報化の進展は,今 後業界団体の役割について も,新 らしい機能の要請を生 じつづ あり,従

来の体制整備,及 び過当競争の防止の自主解決のため,経 済及び業界の動向に関する情報セン

ター的役割を通して,そ のリーダシップを要請することになろう。

それと同時に,業 界の情報化促進のため,ソ フトウエアーの標準化,及 び共同開発の指導的

立場に立たざるを得なくなるであろう。

■

φ

5情 報 化 と 人 材 の 育 成

5-1新 らしい専門家へ の需要

情報化 を促進す るた めには,従 来 と異 なる専門的人材 を必要 とす るが,一 つは専 門的 プロ

グラマーであり,シ ステ ム作 りを考え る人で あり,一 つはそのシステムを使い こなす人の教

育であ る。先ずそれには,経 営管理者が 自らシステ ムマイン ドに徹 し,組 織人 事等 の変革 に ・

進んで処す る姿勢が大切であるが,必 要 なアウ トブ.ト にっいて,読 み とる能 力が なければ

ならない。 それには,そ のシステムを構成 してい る,原 単位,ロ ジ ック等 の管理 こそ重大な

キーポイン トにな ることを認 識す ることで ある。 いずれ にせ よ,業 務 に対す る厳 しい態度が

即 ちニーズが,基 本的条件であ り,よ り良いコン ピューターの有効利用につなが る道で あろ

う。

システムエ ンジニアーの育成 についても,前 述 の如 く広 い視野か ら,適 性のある人間を育

成の前に,発 掘す るこ とが大切であ り,そ の巾広い教育に対 しては,人 事部がキ ャリアープ

ランを通 して真剣に取 り組まねばな らぬ時期に来 ている。

■

5-2専 門家 のあ り方,処 遇 の問題

環境の変化 に応 じ,企 業は新 らしいシステムメインテナンスを要 求す るであろう。 これに

携わる人間は,こ の要請に応 じ自己研鎖が必要である。そ のため専門家のクラス登用試験 も

各社で始 めつつ あ り,表 面的 な一つの側面か ら,人 の評価 をしが ちで あるが,内 にある適性'

な人 を発見 し得 るよ うなシステムを考える ことが大切であ る。

専門家の処遇の問題は,情 報化以 前か らの問題 であ り,ラ イン部門の昇格以上に世間的に

は評価 されねばならないカξ 事実はその逆であ り,今 後 の企業 のラインコン トロールか らシス

テムコン トロールに代 わ りつつある意味か らも残 された問題 である。

5-5組 織内の人材管理の問題

情報化の進展に伴い,特 に影響を多 く受けるのは,事 務部門の職員であり,従 来の縄張 り
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組織形態か ら当然,情 報化に抵抗 を示す クルー プと,自 ら合 理化 にの り出して,自 らの仕事

立場 を失 って行 く人間がある。いずれにせ よこれ か らの人材の今後 の管理は重大 であ り,終

身雇用制 はそ の意味では,潤 滑剤 として作用す るが,よ り高い人の使 い方をシステ ム的に計

画す る と共 に生涯教 育を続け る姿 勢が企業 に要 求される。

■

タ
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正 造 船 業

4

》

tは じ め に(船 舶 、 造 船 業 の 概 観)

1-t船 舶 の商品 としての性格変化

2次 大 戦前 までは,船 舶は 自国海軍 ない し国益のため,殆 ん ど商品 としての性格を持 って

いなか った。現在 もナショナルインタレス トのため国家の手厚 い保護策を受 けてい る国はあ

って も,従 前 のような考え方 では な く,国 際競争力の見地 か らのそれが多 く見 受け られ る。

一般的に商品 としての船舶の性格 として ,次 の5点 を指摘 でき よう。

(1)国 際商 品化

船舶 ほど国際商品化 の進んでいるものは珍 らしいのではないか。一般 当 りの投資 も巨額に

上 ることもあり,納 期,価 格 などの純経済的要因によりマーケットが形成 され,売 買が行耽 れている。

近年 の 日本造船業 の地位 か ら,新 造船 に関 してはTokyOMarketが 世 界のマー ケ

トの中心 となっているo

一 方 ,日 本造船業 め輸 出比率 も,近 年 約60%を 継続 的に維持 してい る。

(2}投 機性 の減退

か って船舶市場の中心は ・ンドン市場 にあ り,投 機の対象 として.船 舶は盛ん に売買さ

れた。運賃市況 の動静に応 じて船舶 の受注が投 機的に左右 され ていたが,経 済 の国際化 の

進展 と,長 期安定利益 を希 求す る面か ら,も はやか っての投機性 は殆ん ど見 られなか った。

これには,近 代化.大 型化 した船舶 の投 資額が巨大化 したことも一 因で あろ う。

(3)船 舶専用 化の進 展 と,大 型化

一般 にス ケール ,エ フェク トは経 済上 の要請では あるが,船 舶における大型化 に よるス

ケール ・エフェク トはい ちぢるしい,す でに,57a,000重 量 トンタンカーが建造され

百万 トンタンカLの 声 もきくo

一 方 , .船舶専用化に よる輸送効率 の追状 も行 なわれ,鉱 石専用船,木 材専 用船 などSin

gleUse匠 よ る 効 率 化 の進 展 も め ざ ま し い も の が あ る。

1-2日 本造船業発展 の諸要因

1956年 当 時の造船王国 イギ リスを新造船建 造実績において凌駕 し,以 後15年 間,日

本造船業は世 の王座 を維持 している。

商船進水実績

年 次1960(S35)

シェ ア

日 本1.75221%

世 界a556

単 位1000グ ロ ス トン

1965(S40)

シ ェ ア
5.56344%

12.216
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1969(S44)

シ ェ ア
9.50548%
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(含社外工)

14社 主要28工 場従業員推移

員

員

職

工

計

1960

24

109

153

1965

25

113

t58

単位千人

1969

26

121

147

日本造船業の躍進 の要因は,お よそ次の4点 にあると指摘 でき よう。

(1)輸 出金融

2次 大戦後,日 本経済の志向は輸 出立国,貿 易立国にあ った。昭和20年 代 に設立さた

日本輸出入銀行 などを中心 とす る輸出金融制度の存在 は輸出産業と しての 日本造船業の発

展の大 きい要因である。

(2)企 業規 模

日本造船業 の企業規模は,日 本の他産業 に比 して決 して大 きくないが,国 際レベルの比較

】

においてはズケールが大 きい。 スケール ・エフク トも発展の一要因である。

(3)生 産技術 と設 備の近代化

2次 大戦後,造 船業の歴 史始まって以来,初 めて自立独立を要請された 日本の造船業は

鋭意生産技術の開発,設 備 の近代化に取組ん できた。 これは一 面,造 船業 の生存をかけた

もので もあった。

全溶接構造,ブ ロ ック建造 などの実用化がそ の代表例である。

しか し,裏 面 におい て,造 船業 界特有 の各 企業間の コミュニ ケーションの良 さと,他 国

に比 しての人材の優 秀性を指摘 してお きたい。

(4)素 材 及関連工業 の優秀性

船の主素材は鉄鋼である。 日本鉄鋼業の大型化,近 代化に よる安価,良 質,適 時,豊 富

な鉄鋼材の供給な くして,日 本造船業 の発 展は なか った。

更 に総合組立工業 の性格を持つ造船業に各 種 の関連部品を供 給する関連工業 の支持 も無

視 し得 ない。

7

⑮

■

1一5日 本造 船業の体質変化

(基 本的 体質 と脱皮へ の方向)

(1)労 働 集約性

日本造船業は,労 働装備率におい て,必 ず しも高 くなく,一 般 に労働力依存型 と言われ

る。省 力合理 化,省 人化が極めて強 く意 識され,後 述す る各種の試みが なされている。
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●

(2)総 合 組立工業

前記 の労働集約性 とも関連するが,造 船業 の生産形態は久 しくコンス トラクシ・ン型の

もので あった。

プロダクシ・ン型へ の志向が,各 局面において試み られてい る。一部の工程におけるタ

ク ト思想の採用な どがその例であろ う。

(3)個 別生産,個 別受注

造 船市場 は完全 な重直性を持 ち,特 定市場 が形成されなが ら,市 場全体と しては,極 め

て広い国際性 を持つ。言わば,国 際的 な垂直市場 といえる。

特定市場 を より一般化す るため の試みは,各 種標準船型の用意 と提供,イ ー ジー ・オー

ダ的な船舶 の建造 な ど,標 準化,規 格化の動 きの中に観取 しうる。

2産 業 に お け る 情 報 化 の 進 展 に つ い て の マ ク ロ 的 問 題 点

2-・1産 業 の情報化の進 展は,工 業社会 より情報社会ない し情報化社会への移行 ともた らす

とい う考 え方について

情報 化,情 報 システムなどの概念 は,企 業に とって実像で あろ うとも,情 報化社会 とい う

産業 レベル,国 民経済レベルの情報 システムは虚像 に終 るや も知れない。

その怖れ は

第1に,情 報 システムの社会的費用 と護れが,ど の ように,い つ負担 するか,と い う疑問

にあ り,

第2に,情 報 システムは最大多数の便益 に よく奉仕 しうるか,有 効で あるか どうかの疑問

にある。

第3に,情 報化社会 とい う概 念は,産 業構造の変化を中心 とする社会構造変化の歴史的発

展段階 と して捉えるな らば,そ うした社会構造変化のKeyに なる中心勢力は何か,そ の メ

カニズムは どの ような ものかが解 明され なければ ならない。

第4に,従 前か らもあった情報利用に関 して,情 報化社会における情報利 用形態は,従 前

からの もの と,ど の ように相違す るのか。おそ らく情報 化社会のそれは,そ のNetwork

化 に あると考え られ る。 このNetworkが 形 成され る社会的Need,現 実 的 な社会費用

の負担問題,換 言すれば情報化 マー ケッ トの存在がSallenと しでてな く,Seinと し

て捉え られ なければな らない。

とくに情報Networkの 中vas・ け る情報関係者間の等価的な用役享受が保証されねば な

らない点の解明が重 要で あろう。
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2-2「 市 場指向型」の意味(そ の1)

市場 を指向 しない企業はないが,.r市 場 指向型」 とは,企 業 なり産業 な りの市場活動の型

として捉 えた概念 であると思 う。

概念規定 を明確に してお きたい。

企業の生産活動 の型 と して,大 別 して

① コンス トラク ション型

② プ・ダクシ ヨン型

企業 の市場活動の型 として,大 別 して

① 生産指向型 馳

② 市場 指向型

とが ある。

2-5「 市場 指向型」の意味(そ の2)

JIPDECの 見 解は,市 場意識の強調 と,マ ーケッティングに よって得 られた情報 をい

か(生 産に反眠 るか,ま たそのための体制 をいbicと とのえるかという点 に力点があると考える。

マーケ ッティングとい う概念は広汎であ り,解 釈 も種 々あるが本質 的には ,次 の点に力点を

置 くべ きではな吟か。 需要 の創 出,市 場の造成(敢 え て,形 成 と呼ば ないのは,個 別の意思

が強力に働 き,造 り上 げるとい う意味を強意 したいためで ある。形成 とは,自 然発生 とい う

語感が ある。)な どの市場管理型 の巨大企業の行動が,本 来のマー ケ。テインクなのではな

いか。

い くつか の製品分野 に見 られ るモデル ・チ ェンジに よる陳腐化 イメージの強制
,そ の結果'

と しての強制需 要創 出(小 生 の言葉 です
,)な どは,巨 大企業産業 トラス トの市場管理型の行

動パター ンを良 く表現 したもので ある。

単 にマーケ ッティングの結果 を,良 くフ ィー ドバ ックさせ よとい う意 味でのr市 場指向型」

はキレイごと過 ぎるよ うに思える。

前述の意味で,「 市場指向型」 を捉え るならばr生 産指向型」か ら 「市場 指向型」へ の変

化は,更 に加速 されることが予想され る。それは経済 の持つ本来 の メカニズ ムである
。

以上の趣旨により.市 場におけ る情報 問題 を考えると,

情報 ギヤ ツブが機会損失(利 益獲得 ギャップ)を 加速すると言えそ うである
。

消費者,そ の集団 としての消費市場動 向,消 費感覚な どについ ての情報収 集 と解析に異常

なまでの関心 を払い,強 制需要創 出へ誘導す ることは,巨 大企業に とって,創 業者利得的な

利潤確保 を意味するか らである。

■
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3産 業 の 情報 化 の 進 展 と そ の 問題 点

以上,マ クロ的に,造 船業お よび主題についての意見に触れたので,以 下の各論は,ポ イン

トだけ,ご く簡単に述べる。 ・

5-1産 業 の根底 の変化

造船業は,産 業構造 と して,コ ン トラクション型 の生産パ ターンと,生 産指向型 の市場 パ

ター ンに立脚 しなが ら,プ ロダクション型の生産 パターンと市場指向型 の市場パ ターンを指

向していると言 え よう。

近年 の世 界におけ る造船産業構造 より考 え,今 後市場的には,ま すます日本の造船業が優

　

位に立 ち,従 来の特定市場,船 主従属型 の市場 構造か ら脱却が考え得 る。 このため ,一 般的

な意 味での市場価格形成が行なわれ る萌芽があ り,既 に部分的には実現段 階に入 ったとも言

えるo

この ような条件下において こそ,従 来の コンス トラク ション型 の生 産形態 か らプロダクシ

ョン型 のそれへ と脱皮 できるのであろ うb

買手市場か ら,売 手市場 への変化 も十二 分に予想されるが,造 船100年 の歴 史始ま って

以来 の ことと言える。 、

、

5-2NIS形 成 への展望

NIS・r個 別の企業や官庁の情報処理 システ ムの枠 をこえ て,他 の システ ムとの有機的関

連 にお いて発展 を図ることが必要 な情報 システム」であ り,オ ベレーシ ヨナル ・システム と

プランニング ・システ ムに関連 したそ れぞれのNISが あ るとされている
。

(NIS小 委 員会)

この意 味で造船業におけるNISの 展 望 を考える時,次 の諸点 を指摘 しうる
。

(1)SR110部 会rア ンマン ド化総合開発委員会」運輸 省 と業界各社 との共同作業であ り
,

現 在,お お まかには既存造船所 の従業員 を従来 の2/5の 員数 に,新 設工場は1/5に す

るというゴールをかかげている。

計画の細部が明 らかになるにつれて,生 産 システムそ の もの,そ れ を支持す る生産情報

システ ムの両域 に,大 巾にコン ピュータの活用が予 想され る
。'

(2)日 本造船工業会 「有限要素法」開発

日本造 船工業会,会 員各 社の自主協 同開発 プロジェク トであ るが,要 点を次に述べ る
。

① 考 え 方

船舶は複雑 な応力分布 を示すが,船 体の微小部分 については,単 純 な応力分布 を示 し

応力 と変形の関係 も簡単な形で表わす ことがで きる。
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② 具体的手法

構造 体を強度解析 に最適 と思われる微小部分(有 限個の構造要素)に 分割 し.各 構造

要素 ごとに,外 力と,こ れに対応 して生ず る変 形反応 力との関係,各 構造要素相互の関

連 を示 す多元連立方程式 をたて,強 度解析をお こなう手法であ り,要 素 を小 さ くすれば

する程,解 析情報は向上する。数千元の連立方程式 を解 く,ス ーパーコンピュータの存

在が前提条件である。

このため,共 同情報処理 センター構想 なども将来の問題 として日程 にのぼ るや も知れ

ないであろ う。

③ 開発条件

期間2年5ケ 月,費 用5億5千 万円,(実 船 コス トは除 く)

(3)大 手 数社に よるfSSL」 開 発 と試行

SSLはShipyardSimulationLanguageの 略称 で,工 業操業 シユ ミレ

ー タと考え られる
。数社に よる共同開発と,共 同試行は終了 し,今 後 のレベルアツブを考

慮中で ある。

(4)NCソ フ トウエアの同業間販売

NCに よる大巾な鋼板切 断システムは,日 本 の造船業におい ては,未 だ一,二 に止ま る

が,S45向 業 間でNCソ フ トウエアの販売が実現 した。両者間においては,使 用 コン ピ

ュータの機種が異 なるなど問題はあ ったが,他 の産業に見 られ ない,メ ー カー間,し か も

同業間 のソフ トウエアの販売は,レ アケースではない:う・と考え る。

前に指摘 した同業間の コミュニケー ションの良 さの一端 を示す ものであり,今 後 のNI

S形 成 の基盤 を示唆する もので ある。

(5)造 船業界 と鉄鋼業界 との鋼材発注システムへの展望

すでにS45年,業 界内1社 と鉄鋼業界 この間にMTに よる鋼材発 注システムが実現 し

ている。更にそれ以前,1造 船 所と1鉄 鋼 メー カー とのMTに よる鋼材発注 システ ムは存

在 していた。

このシステムは現在,両 業 界間の発注,受 注情報 に関す るロス排除 とい う発想の域を出

ないが,将 来の展望 としては当然,次 の ような構想 に発 展す るで あろ う。

、① 受 注(標 準造型か?Yes・rn・)

↓

② 設 計(設 計 の自動化,CAD)

↓

③ 材料取 りの自動 化

↓
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〉

④ 鋼材データの自動作成

⑤ 鋼 材発注先,発 注量,納 期,納 入先の 自動 決定

↓(MTに ょる情報交換)

⑥ 鋼材納入

↓

⑦ 鋼材の工場内搬入の 自動化

↓.

⑧ 鋼材加工の 自動化,NC化

⑨ 切板の 自動仕訳,組 立工程への 自動搬 入

(Sensingシ ステムの開 発)

↓

⑩ 組 立工程の 自動化(ブ ・ツク建造の自動イヒ)'一

↓

⑪ パネル工程,総 組立工程への 自動搬入

など,一 連 の工程 自動化のサブシステ ムとして鋼材発注 システムは初めて意義づけ られる

のであ り;鉄 鋼業界 と しては,こ の情報交換 システ ムは即,自 社の亘一ル計 画へのインプ

ッ ト情報,搬 出情報 として意義づけ られる。

5-5効 果 マキシマム確保の視点 と仕組み

NIS形 成 に よる効果 マキシマムの仕組みは造船業界にあっては,bよ そ 次の ように展望

し得 よう。

(1)造 船産業 における生産機能の分化

造船産業 内部において,生 産機能の2極 分化,す なわ ち,部 材加工専業化 と総組立専業

化の傾向を予想 しうる。

(2)鋼 材2次 加工分野 の拡大

付加価値の増大は,い つれの企業においても希求され る。ただ しt企 業 に よる他企業の

支配を根幹 とする不等価交換的 な付加価値の増大は,常 に避け ねば ならない。

この意味 で,前 記,鋼 材発注システ ムの産業間の周辺的 な拡大意想に よる鋼 材2次 加工

分野の拡大は当然,展 望 しうるシステムで あろ う。

具体 的には,造 船所の必要 とす る鉄鋼部材 を各鉄鋼部材を,各 鉄 鋼会社 と,そ の系列下

にある鋼材流通加工センターにお いて仕上け るシステムを構想 しうる。勿論,こ のために

は,加 工 のためのNCシ ス テムと,鋼 材発注システムの存在が必須の要件 となろ う。従来

この ような定性的考え方は,長 期間発想されていた ものであるが,情 報 の授受 と,そ れを
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支持するコン ピュータ ・システムの発展 を侯 って初 めて可能 にな ったものである点は,十

二 分に留意すべ きであるo

5-4系 列 化,グ ルーフ'化の変貌

造船業の特性 として,製 品の懐妊期間が長 く,生 産金融,企 業金融 とも資金需要は強い。

加えて,こ こ当分予想 される世界造船市況 の好況 と造船の絶対量 を超大型船建造 に よって先

取 しようとする設備投資需 要の硬調 と相侯 って,従 来 の金融系列 を,大 きく脱却する ことは

不可能 と考え られる。

む しろ金融系列 サイ ドよりする システム産業への指向が,テ コ作用を及ぼ し,本 来 システ

ム産業への成 長の芽 を持つ造船業が,特 定 の条件の下では,そ の中核体になることす ら予想

しうる。

従 って,金 融ワンセ ッ ト主義は,む しろ強化されるで あろうとい う展望を持 つ,わ が国 の

金融構造 と企業構造の関係 に根 ざす ものであろ うo

更 に別途の動向 として,マ ス販売ル ー トを持たなかった造船業が,系 列内 グルー プ内にお

いて,マ ス ・弩一ルス ・ルー トを確保 しようとす る動 きは当然 のことであるし,こ の意味で

「市場指向型」への希求度 は,高 い もの といえ ようo

イ

5-5業 界内の体制変化
へ

造船業界は前述 したように,14社 主要28工 場 に代表 され る大手会社 と,そ れ以外の中

小造船業界に一応,分 化 しているが(造 船主業会 も,日 ン、造船工業会 と,中 小造船工業会 と

に2分 されてい る)こ の中小造船業界内vatsい て,更 に2極 分化が進行中であると考えるo

即 ち,中 小造船業の上位各社は続 々と,大 手会社の生産分野へ のニエー ・エ ントリーとな り

上向硬直性 を示 してい る。資金,資 本,そ の他の要因か ら,そ れ以外の中小造 船業は,従 来

の製品分野 における各 種の開拓をはか り,企 業基盤 を確保 しようとしているo

前 述した部材加工専業化 の展望 も.こ の ような条件下 に捉 え ることが肝要 であろ う。

さらに造船業の関連工業分野においては,プ ロダクション型への移行 と表裏一体 をなす
,

標 準化,規 格化が一一層促進され るであろ うoこ の間の事情を勘案すれば,造 船業 と関連工業

との間 のNIS形 成 の可能性 を予見 しうる○

5-6業 界団体 の変質

造船界 の業 界団体と して この 日本造船工業会 は,近 年 とみ に,そ の活動の場 を質,量 とも

に拡大 し,積 極的な思想 と行動が注 目されているo業 界全体の ポジションの好転 もさるこ と

なが ら,統 率するに人を得 たことが重大 な要因 と考え られ る
o即 ち,造 船労使会 議の提唱 と
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●

実践,業 界協調の実 践,造 船業のイ メー ジチェン ジ,r利 益 なき繁忙」か らr利 益ある繁栄」

への移行,な ど多 くの成果を数えることがで きるo

これ とは別に業界団体 を情報センター化の視点か ら観察すれば.次 の諸点 の可能 を期待 し

得 よう。 、

(1)マ ク ロ市場情報統合 の場'

情 報は,具 体的 な意思決定の視野を拡大する役 割を本来持つ ものである。 ただ し,意 思

決定は極めて個性的であ り,個 別的であることをその特徴 とす るか ら,業 界 としての情報

収集は勢い マグロとな ら(る を得 ないo加 えて,造 船業界特有の特定 市場構造 はここ当分

変化 しないであろ うか ら,マ グロ市場情報 を統合的に収集,整 理 してbくNeedは,業

界団体 として当然考えねばな らないo

(2)業 界 マクロ諸統計情報統合 の場

従業員,生 産 高,有 価証券報告書ペ ースの諸 統計など,各 社の重複作業をセーブするマ

ク ロ情報統合の要請は,業 界団体 としての責務であろ うo 、r、
ロト

も「

(3)特 許 情 報 統 合 の 場 .,一 ・.《

近年 の技術革新の波 は,特 許情報 の一元的Requirmentな らびにアクセ≒Q必 要性

を,加 速 度 に 強 調 し て い るo' ,:;、

この よ うに,t社 でHandlingす る に は 余bに も妥 当 性 を 欠 くマ ク ロ,'ミ ク ロ情 報 は

葉群 位'も し・は更に・大・い・ベルで収集'鋤 べきものと考坤

;;

=;産 業破 貌

造船業は,造 船 とい う名にふさわ しくなく,実 に多岐多様な製 品 を手掛けているo

全 産業分野 一 軽工業 分野=重 工業分野

とい う式の成立は ともか く,重 工業分野 におけ る殆ん どの製 品をテレ トリーと して持 つ と言

って過言ではない。 しか も近年.製 品 としてのHardwareだ けでな く,製 品の運用技術,

利 用技術 としてのSoftwareが,全 一 体 として要求 され,更 にノ・一 ドソフ ト一体化の中

に.よ り高い付 加価値 の創出を期待する企業 としての本質的な行動原理 に より,シ ステム産

業へ の脱皮,Integratorと しての成長 の期待は適 めて強い。

その表われの例 として

① 素材革命へ の足がか りと してのブラスチ ・ク加エ マシン分野への進 出

② 地域 システムと しての環境整備 プラン ト分野へ の進出

③ 海洋産業へ の進出

④ レジャー分野への進出

⑤Dish・salindustryへ の進 出
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などをあげ ることができる。

5-9企 業 のMIS化 の 展望'

造 船業だけでな く,一 般にMIS化 の展望 としては,オ ペレー シヨナルな分野 におけるM

ISの 定 着を第一義的に考えるべ きであろ う。計画 システム,意 思決定 システ ムなどは,極

めて個性的且個別的 であり,MIS化 の前提であるManagementSy8temの 解 明を

果 し得た としても,こ れ をコ ンピュー タ化ない しは,論 理システ ムと して定着させ るには現

在の経 営諸科学 では現実 を写像する技術に欠 けるところが多い と考え うる。

造船業 は,産 業特性 と して個男授 注,個 別生産のパ ターンを持つため ,マ スプロ産業など

醜 し・はる純 個別受注単位 ごとの個別設計励 点を置か ざるを得 ない
。.、

情報Need8の パ ター ンとしては,設 計管理型 と呼ぶ ことがで きよう
。

今后のMIS化 の展望 は次の ようなものであろ う。

(1)CAD(ConmhuterAidedDesign)

① マ ン ・マシン ・カンバセーシヨナルな システムの開発(汎 用プ ログラム開発を含む)

② 設計DらtaBase

(2)経 営 情報DataBase

① 適 当な冗長度を持 つModularty方 式 のDataBa8eへ の 指向

② 企業内情報 セ ンター確立へ の指向'

MIS化 の展望は,各 種の前提条件を一応別 とすれば ,い かに現実に:fitし たData
〆

BaSeを 構 築するか につきるo

こ こにData.Baseと は,企 業内の情報関係従事者(一 般に職員 .な い しホワイ ト

カラーと呼ばれ る集団が すべて これに含まれる)の ロー ドの削減 ,重 複作業の排除,的

確 な リボーテインク ・システムの確立 などを経営内の フィロソフィーとしてお り,実 績

デー雑 関す る限 り・ 「人事 の ことは,人 事部礁 会す るな」
、情 報 セン∈ か ら一元

的に供給を受 けよ」 とい う程 の,意 識の上 に立 ちs't経 営 体質改善計 画と してMISを 位

置づけ ようとす るo

一方
・D・t・Baseの テ 〃 ・ジイーとしてはD。t。 とプ ・グラ辿 の相互独立性

の確保 とDataの 精 度 確 保 と くに重 複インプッ トの排除 ,さ らにData .file構 造

の弾力的な決定にあることは論 を待たない
o

造 船業 界の大手各 社は,以 上 の観点 か ら着 々と,企 業内MISの 構築 と,そ れ を具体

的に支えるコンピュー ターシステ ムの見直 しを始 めてお り,大 手各社 にっいては,本 年

夏ごろに企業 内オ ンライン ・システムがほぼ完成す る見通 しが持 て るようにな った
。
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5-10生 産 のAutomation化 の展望

既述の ように本テーマについ て造 船業界の関心は極 めて高 く,今 后広汎 な展開が予 想され

るo

(1)生 産 システム

従来 のコンス トラクション型 のイメー ジとは本質的に異 なる様 々な構想が作 られ実現へ

の力強い一歩一歩 を踏み出 しているといって良いo

一 般に生産 システムとして ,近 代化の示唆を与え るもの として,

① ア レンダール方式

② インガルス方式

とが考えられ るo

前者 はス ウェーデ ン,ゲ タペルケン社,ア レンダール工場で採用 されてい る方式であるo

建 造工程は直線流れ方式,抽 出建造方式を採用 しているo

後 者は,リ ッ トン ・インダス トリー社,イ ンガルス造船 所の方式であ り,船 体輪切建造

方式で船体を輪切 りに した形状の大ブロックを,流 れ生産方式で,進 水台で組合せるもの

であb自 動車組立方式 を範 としてい るo

(2)各 種NC化,自 動化の進展

既述 した ように,鋼 材 自動搬入,NC切 断 板の自動仕訳,部 材,板,パ イ7:な どの曲げ

加工 のNC化 な どが中心になろ うo

す でに部分的には上記 の方式は実現 してお り,今 後 は各 ステージを関連づけた,シ ステ

ムと してのNC化,自 動化の方向を指向するもの と思われ る
o

(3)CRTの 試行に よるCADへ の 指向

ω 既述 した業界単位 の各 プロジェク トの推進

(P323-2NIS形 成 への展望参照)

5-11労 働 教育問題 の展望

すでに述べた ように,造 船業に澄け る自動化,NC化,コ ンピュータ化の要請は強い もの

が あb.こ の ための情報処理技術者,と くに,SEな い し,シ ステムズ ・アナ リス ト6Need

は 高ま りつつある。かてて加えて企業 の実務面を支 えている若年層∫中堅層 の価値感覚 の変

化は造船業特 有のHeavyDirtyなWorkを 忌避 する大 勢を加速 してい る。 このため

に も,こ れ ら忌避作業を省人,省 力化する ことが企業 の存立に も大 きい影響 を与え ようo

このために も循環的に,情 報処理技術者の育成 が急が れるo

若年層 の価値感覚 として も,自 らが創造 的プレイヤーで ありたい とい う感覚があ り,こ れ

を善用す るための配慮が必要 であ り,今 後 インターデ シブ リナ リイな情報 シス テムへのアブ
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同一チには,特 にこの感覚が 必須 のもの となるであろ うo

一 方
,労 働集約型産業 と呼ばれた造船業 も,頭 脳 集約型産業 への脱 皮を指向 し,あ たか も

コンピュータ産業が,そ の製 造工程 においては強度の労働集約型 でありなが ら,こ れ を支持

するコンセプ トな り,ソ フ トウエアが極度にまでBrain型 で あ るこ とに一つのヒン トを得

ているo

更 に本論の結論的 な提案 を次に述べるo

Creati▼eMinorityか ら

CreativeMajorityへ

を提唱 したいo

この提唱は,正 に経営哲学な り経営姿勢の問 題に関与するが,力 強い経営理念 のBack

upが な ければ,成 功 しないであろS
.し,ま た情報化へ の希求 も単 なる虚像 に終 るで あろう。

全員創造の経営

全員参画の経営

な どの理念が経営 内に定着 し,さ らに産業 レベル,国 民レベルまで高まることが望 まれる
o

Mr。.ピ イ下民は システムの定義 に関 し次の ように述べてい る。

「システムとは頭脳が事象に洛印 したパターンで ある」(小 生意訳)と 。

すべて事 を成す最後のキメ手は人 であり頭脳であ ることを肝に銘 ずべきではないかo

A
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W生 命 保 険 業

1・ 産業 根 底 の変 化

わが国を世界第5位 の経済大国に育てた高度成長の60年 代か ら安定成熟が期待される70

年代を迎え,各 産業界は過去の成長過程で取 り残 してきた需要者志向,公 害対策,都 市づ くり

等の基本的問題をあらためて見直しつつ,押 し寄せる自由化の荒波の中で,=豊かな未来づくり

と一層の成長発展とを期 して努力を重ねている。生保業界 も,産 業のシステム化,企 業の多角

化,さ らには社会環境,生 活環境等の変化をとり入れて,大 型保障化,多 角的保障化を基調と

した新 しい活動を展開しはじめた。当業界が70年 代に当面する問題点を列挙すれば,次 のと

おりであるo

その第一は,産 業構造のウエイトが第一次産業か ら第二次産業へ,第 二次産業から第三次産

業へとシフトされることにより加速される労働力の逼迫化と顧客層の生活環境の著 しい変化 と

による影響であるoつ ま り,そ れらの変化に対 し,生 保の中心業務である販売ならびに集金の'

方式をどの ように構造的に対応変化させるかとい うことであるo販 売お よび集金を専ら外務員

の訪問に依存する当業界として,い かに外野労働力を確保 し,ま た,い かに新しい販売チャネ

ル,集 金チャネルを樹立 して,産 業のシステム化あるいはキャッシュレスを指向する社会情勢

の変化に呼応させるか,総 合的,抜 本的な検討が要請されているのであるo

第二は.老 後保障を主とした養老保険から,災 害お よび死亡保障を主とした定期保険へと指

向の変化がみられることである。保険商品の定期化は,い うまでもなく生活水準の向上ならび

に災害危険の増加を背景とする保障水準の高額化や保障形態の多様化という社会一般の需要に

応えた ものであり,契 約高の高い伸びがこうした定期向大型保障保険に負 うわけであるが,他

方,資 産の増加を相対的に鈍化させていることもまた事実であるo生 活保障の提供機関である

と同時に産業界か ら長期資金供給者 として大きな期待を寄せられている生保事業 として,こ の

二律背反ともいえる保障機能 と産業界への長期資金供給機能とをいかに均衡させ,調 和をとり

つつ経済の発展に貢献するかは,今 後の重要な課題の一つといえるo

さらに第三には.多 様化する社会の生みだすニー ドの複雑化 と,そ の結果生ずる隣接業界と

のきび しい競合の問題である。消費生活の向上がもたらす保障の高額化,平 均余命の改善にと

もなう老後保障の必要性,核 家族化の進行に呼応 しての財産づ くり.年 を遂 って悪化 しつつあ

る交通事故等の不慮の事故の激増,各 種ローンの普及にともなう消費者信用の増加.そ して最

近 「企業の社会的責任」と厳 しく問われている公害問題等,社 会環境の変化,産 業技術の革新

にともなうリスクの複雑多様化 と未経験 リスクの出現に対処 して,隣 接業界相互の競争は未来

の先取 りを目指して一段と同質化するとともに,総 合保障化と商品の独創化に拍車がかけられ

ているo
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第四には持続的インフレに対する生保業界 としての積極対策の必要性が挙げ られるoこ れま

でわが国では配当金をもとにした保険金逓増式保険がその対策のお もなものであったが,米 国

ではコス ト・プ。シ=と 高福祉社会への志向とからすでにスタグフレーションの色合いを深め'

ている物価上昇に対 し,生 保の卓抜した投資技術を応用 した変額保険,変 額年金,投 資信託証

券等を発売し,新 生面を切 り開くとともに顧客需要の流動化を防いでいる。わが国で も,積 極

的なインフレ対抗商品として,こ れ ら変額保険,変 額年金等のエクイティ商品を開発 し,既 存

保険を補完する必要があるo

最後に国際競争への移行問題をとりあげなければならない。外国保険会社はすでに11社 が

支店の形でわが国で営業を開始しているが,い つれも外国人に対するドル建契約に限られてお

b,精 々それら外国人に対する円建取扱いを認 めるという問題にとどまっているoし かし,保

険事業が他の金融機関に先がけて対内直接投資の面で第t自 由化業種に指定されたので,今 後

わが国経済の自由化の進展にともない,外 資の本格的な進出や海外保険会社への直接付保の自

由化の要請が一層高まってくることも予想されるoこ の情勢に対処 して,行 政当局は効率的経

営指導の考え方のもとに画一主義を是正し,競 争原理を導入 したoす なわち統一経済基準を打

出し,競 争基盤の整備をはかる措置を講じた うえで契約者配当に効率化の努力を反映させ,今

後ますます激化する隣接業界との競争に対処するとともに,今 後のわが国経済の国際化の進展

にともなって直面すると思われる国際競争に備えて,体 質の強化を推し進め㌔ 近い将来,保

険事業の国際協力もまた一段と重要になるであろうo巨 大 リスクに対する海外諸国との再保険

体制の検討,保 険知識の交換,自 由化体制の進行にともな『グローバルな保険市場の形成,開

発途上国の保険問題など,い つれも今後の重要課題であるo

以上.当 業界が70年 代に当面する諸問題についてふれたが,す でに前記の諸問題と取組ん

できた米国生保の動向をみると,総 合金融会社化ない し企業集団化の方向に進みその結果は生

命保険事業そのものの質的変化となって表われ,単 なる生保内部における部分的変化ではなく

なってきているoつ ま り,新 しい経営理念を基礎 とする企業性め復興 となり,最 近流行の極端

な表現を用いればr脱 生保会社化」への道を辿っている。わが国の場合,保 険業法によって種

々の制約が あ り,容 易にその ようには な らないと考え られ るが,或 る程度の変 貌はさけ られな

い ところで あろうo

2企 業 内 の 情 報 化

情報化社会への起爆剤 とな った コン ピュータは,他 産業に くらべ可成 り早 く生保業 界に導入

利用された。 その情報化は基幹業務にあたる保険料徴収保全事 務を中心 としたオ ペレーシ・ナ

ル ・システムを基点 として,事 務の合理化,省 力化を主眼に発展 して きた
o

いつれの会 社 もまつマグネテ ィック ・フ ァイルを個別の保険契約 マス ター ・フ ァイル として
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採用 し,コ ンピュー タ利用 の基盤をつ くリゴ従来分散配置されていた機能的でかつ ビジブルな

契約記録 をこれに集約 ・統合 したo

そ の結果,ビ ジブル ・ファイルは保 険契約申込書等 の原始記録 と,ほ かに現地 で必要 とする補

助記録 を残すのみ となり,機 構面で の統合 ・改廃 をうなが した◎ な卦,一 部の会社では全国オ

ツ ライン嫉 施 することを計画 し.ζ の補 助記録す らも廃止す ることを検討 中である。 また,

このマスター ・ファイルへの入金記帳 に要す る大量デー タの収集 には,タ ■ ン ・アラウン ド◆

ドキュメン トを使用するOCRシ ス テムの採用が一般化され,本 社bよ び支社 ・機関 におけ る

事務処理効率 を著 しい ものに しち 以上のOCRシ ステ ムではいつれ もあ らか じめ本社におい

てプリン トした文字を読取 る仕組 の ものであるが,一 部 の会社では支社でのインプ リン ト文字

を読取 るOCRシ ス テムを採用する ことも企画 しているo

これ と並行 して,契 約者への店頭サー ビスを主 目的に,大 容量のランダム ・アクセス装置 と

ビデオ ・デ ィス プレーまたは タイプライター式端末装置とを導入し,イ ンハウス ・オンライン.

システ ムを稼働 させた。そ してその成果は本社 と一部の大支社 とを結ぶオンライン ・システ ム

の実施,あ るいはまたコン ピュータか らアウ トプ.ト された紙テープを介してのテレ 。クス網

に よる全国即時照会応答システムの実施へと進んで きているoま た,オ ンラインによる事務処

理 内容 も.単 純 な照会応答 システムから,逐 次,複 雑な諸計算を含めた事務処理にまで拡大さ

れ,正 確 ・迅速性の点か らも契約者 サー ビスに多大の貢献 を した。 なお,一 部の会社では2年

以 内に全国オンラインを実施す るこ とを決定 し,ま た,端 末機か らのデー タ ・エン トリー も企

画中であるo

これ らオペ レーシ ヨナルな事務の機械化は,も とよりこの徴収保全事 務 にとどまらず 広 く企業

の骨骸 を形成す る各種事務に適用されているが,い つれ もその目的 とす るところは,プ ランニ

ング ・システムのためのデータ ・ペ ースの充実 とそのプランニン グ・システ ムのサブ ・セ 。ト

を形成することを念頭に置 きつつ も,省 力化 を第一義 と してい るのが実情で あるo

次に,マ ーケテ ィング面か らみた コン ピュー タ利用について最近 目につ く一 二の点につい

てふれて鉛 こう。 情報化社会の進 行 と生活様式の変化につれて,顧 客サー ビスの一環 として コ

ン ピュータに よる生活相談 が一部で行 なわれているo .例 え ば 「家計診断」r相 続税相談」 ある

いは 「栄養 診断」等が これであるoま た,見 込 客に対 しては,そ の家庭条件に最 もふ さわ しい

生命保険 プランを試算 し,そ れ を提供 するコンピユ一 夕ー ム保 険 といケのが米 国で行 なわれて

い るoコ ンピュー タを利用 して・b客 の注文に応 じ,保 険商品の内容,保 険金,保 険期間,保

険料の支払方法など,オ ーB'一一メー ドで定期保険を売 るとい うものであるo営 業店 のオン ・ラ

イン ・システ ムが完成 していればお客の注文に より本社 へ直 ちに連絡 して希望 の保 険商品を組

立てて提供する というもので,募 集の新 しい一形態で あるoこ の考え方は,企 業保険市場に対

して も通用する もの といえ ようo
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ついで,資 産運用面におけるコン ピュー タ利用についてふれ ると,ポ ー トフォ リオ ・セレク

ションを中心とする資産運用が考え られ,コ ン ピコーータが活用され る気配 にあ るo例 えば,分

離勘定 に よる変額保険 あるいは変 額年金,等 の開発が行 なわれれば,こ れ らは運用実 績の成否

が問われ る事業 であるだけに高い知識と運用技術が要請されると思われるか らで あるo

最 後に,MISを 「情報化時代におけ る経営 を支える効果的 な意志決定 ジステム(プ ランニ

ング ・システム)と 業務処理のための情報 システム(オ ペ レーシ ヨナル ・システム)と の有機

的結合 システム」 と解 するならば,前 記 オペ レー シヨナル ・システ ムのほ かに当業 界におけ る

プランニング ・システ ムについても一言 を要するであ ろうo米 国のある経営 コンサルタン ト会

社が行なった企業調査 「経営 者は何 に挑戦するか」に よれば,生 保業界の経営者 では,

(1)営 業規 模の拡大 と生産力の増強

(2)経 費 の引下げ と統制

(3)変 動 するマーケットに対 する対策

(4)投 資収益の増大

(5)幹 部 職員の志気昂揚

(6).意 志 決定のiための よりよい情報

に関心が集中 したoわ が国において も事情はees'同 様 と思われ るoプ ランニング ・システムが

これらの要望にかな うシステ ムであると解す るならば,(1)S"よ び(3)に関 しては商品開発,市 場

調査お よび分析,顧 客管理,セ ールス ・フォースの管理等 のシステム,(2)お よび(4)に関 しては

経済予測,企 業調査,財 務分析,投 融資分析,不 動産管豆,経 費分析等 のシス テム,(5)に 関 し

ては人事管理 システム,⑥ に関 しては経営モデル,長 期経営計画等のシステムお よびタイム リ

ーな総合的経営管理 資料の作成等を挙げ るこ とがで きる
oこ れ らのシステムでは外部情報の組

み入れに多 くの難点を残 してい るとはい うものの斉合性 を高めつつ具体化するな らばMISは

必 ず しも遠い未来に位置する ものではな く,そ の一 部については実行 の段階に入 りつつあると

いえるo

3情 報 系 列化 の動 向 とNISの 形 成

情報の系列化動向について同種企業間の情報クループ化を横系列,異 種企業間での情報クル

ープ化を縦系列と呼んで分類すれば次のとk・りである
o

(1)横 系列の情報化

生保における横系列の情報化のうち,そ の歴史の最 も古いものは再保険システムにもとつ

くものである。元受契約のうち.あ る一定額以上の部分につき再保険に出すわけであるが,

この再保険を取扱 うのは日本では唯t社 となっている。このほかシステマティックな情報化

問題 としては生命保険協会の死亡率調査委員会が主管する死亡率調査が挙げ られるo生 保専
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t

業はいうまでもなく死亡率を経営の基礎 としている関係上.大 数の法則を満たしうる契約件

数の確保 と死亡率の検証のためのデータ管理体制およびそれを駆使する機械力が古くから必

要で,す でに昭和初期か らPCSを 使用 していたo第 二次世界大戦後,特 に全社の死亡経験

を総合調査するため・生保各社は統一コード,統一処理方法にしたが う自社データを生命保険

協会に提出し,そ のデータから得 られる経験生命表を通 じ死亡経験の観察を行なうというプ

ランニングNISを 実施 して以来既eζ10年 以上を経過し・その成果が高 く評価されている
。

また,企 業保険,企 業年金をめぐる横系列の情報のっなが りが存在 している
oこ の分野に

おいては引受生保会社のう膓から幹事会社を選任し・その幹事会社が相手企業 と折衝 し,必

要 な事務 を行ない・システムお よび フォームを決定 し,非幹事会社に連絡する横系列の情報化

である。 なお この企業保険 分野 をめ ぐって.国 際的 な大 きな動 きがあるoわ が国は ,目 下の

ところ,米 国生保 と直接の取引はないが.米 国の大 生保険会社は国際団体保険 プールを設置
.

し,海 外に進 出 した米 国企業や海外子会社のための団体保険お よび企業年金契約 を,提 携 し

た海外の生保会社に紹介 し,そ の提携約定 に もとついて一定割合を自社に再保険 させ るグロ

ーバル な結 びつ きを行 な
ってい る。近い将来,こ の ような国際的な横系列 の情報化が滲透す

ることが考え られるo

このほかオペv－ シヨナルNISと しては,新 契約時 に各 社が査定 した危険体,謝 絶体等

を業界 ぐるみで一 ヵ所に集 中管理 し,通 信回線網の 自由化 と漢字処理 の実用化 とをまっての

オン ・ライン照会に よる査定の能率化が考え られ る。 また,診 査医の効率的活用をはかるた.

めの診査 センターの設置が 目下検討されているが,こ れ も横系列の情㌔ 化の一つ と考え られ

ようo

(2、 縦 系列の情報化

最 近.生 保の傷害保障付保険,損 保 の長期総合保 険等,生 保 ・損保の相互乗入れがク ロ

ーズ ・ア
ップされ.話 題 とな っているが.兼 業 となると業法の改正を要するなどの問題があ

り'容 易には事が運ば ないわけであるoそ こで ここ数年来進行 してい るのが生保 ・損保の販

売チ ャネル提携 で∵旧財閥系統 を通 じて着 々と進んできている。提携の仕方は色 々あるが,

PRの 共 同利 用bよ び販売チ ャネルの提携等がその主なるものであるo販 売チ ャネルの提携

では,例 えば優績代理店が双方の販売 を行な うとい う類 の もので.メ リッ トは手数料収入の

向上に より代 理店 の定着性が高まることが考え られるoこ れ らの業 務提携は新 しい市場開拓

のメ リットを抱え ていることか ら,さ らに拡が ってい くもの とみ られ るo

つ ぎに,情 報化社会のマネー ・フローの変 化に従 って,保 険契約者 から払込 まれる保険料

や職員給料 の銀行 口座振替払や口座振込制度が実施 され,銀 行 と保 険会社 とで契約者 あるい

は職員を介 しての情報の結びつ きが生 じて きたoま た,生 保 の中で も,地 方の有力支社にコ
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ンピユータを設置 して,地 域企業 との間の情報処理を通 じての情報系列化が進 め られる気配

もあるo

そ のほか,三 井系,三 菱系,住 友系,富 士系,古 河系,川 崎系,日 産系,野 村系等 の旧財

閥系の結束が進み,シ ンク タンクあ るいは情報 シンジケー トを結成 し・未解決の フロンテ ィ

アへ とシステムズ ・アプローチを行 ないなが ら,既 存系列 の強化 と系列の効率 向上 とを図 り

つつある。 これ らは,将 来.資 金運 用に必要な企業情報収集のためのネ ットワークとな りう

る ものであるo

なお,日 本 では実施 を許 されてい ないが,米 国では持株会社制度 を通 じて多彩 な活動が展

〕
開され ていることも付言 しておこうo

大 蔵省は昨年12月,生 保 ・損保 に対 し合計1億 ドルを限度 として外 国株式,債 券の購入

を認めることを決めた。 これは対外投 資自由化の手始め とみ られるが,こ れを契機 として,

生保 ・損保 ・信託の代 表で構成す る 「欧米 企業視 察団」を派遣 した り,共 同研究の場が もた

れているo

最 後に,NISの 形 成 を促進す る もの として考え られ る二,三 の点を挙げれば,地 域の情
シエξ

報管理に非常元役立つと思われる郵便コー ド番号を一層充実させ る問題,税 務もしくは社会

保障のために将来米国の ように個人に付与するとすればNIS形 成に多大の貢献をもたらす

と思われる社会保障番号の問題,ま た,企 業間取引で現在各社がそれぞれまちまちに付与し

ている企業コー ド番号の問題等があるo
,

4情 報 化 に よ る産 業 の 変貌

社会の構造が情報化社会に変化 してい くと,す べての産業はなにがしかずつ知識産業化して

ゆくであろうし,ま た得 られた情報の総合化から適確な判断を行ないoそ して行動をとるに至

るまでの時日の短縮が際限なく追求されるであろうo生 保業界もその例外ではないo

生保業界ではその扱 う商品がその時々の生活環境によって大きく左右される抽象的,観 念的

な保障という意識の うえに成 り立つものであるがために,外 見的なはなぱなしさはないが,1

970年 代は内容的には変化の激 しい業界の一つであると予測されるoそ の要因の第一は社会

の情報化と複雑にからみ合 う市場特性の変化であり,第 二はいわゆる三つの自由化といわれる

ところの業界内にむける自由競争原理の推進,各 種金融機関の相互乗入れ,お よび第1種 自由

化業種指定にともなう外国会社の進出可能性である。これらは相互に関連 しあって,生 保業界

に多大のインパク トを与えることになると予想されるo

はじめに業界内の問題からふれることにしよう。最近産業構造の変化にともなって,各 方面

の人手不足が目立 ってきたoこ れ らの傾向に対 し.当 業界では労働の集約化とい う形での共同
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センターの設立 もしくは設立計画が 目立 ってい るoそ の一つは最 近の診査医不足を解 消す るた

生命保険協 会の肝入 りで生保協会検 診センターを設置す ることとな ったζ とであるoこ のセン

ターは大都市以外 の大 よそ20地 区 を選定 し設置され る もので,将 来は生保協会 と して一般の

衛生指導を も行な う計画をもってい るoつ ぎは生保 リサ ーチ ・セ ンターの発 足であるoζ のセ 、

ンターの事業 目的は,生 保会社か ら委託 を うけ生存調査,死 亡調査,傷 害調査,災 害調査,入

院調査,そ の他生命保 険に関する一切の調査 を行な うとともに,一 般の雇用 調査,信 用調査,

結 婚調査 をも対 象 としているo

つ ぎは販売チ ャネルの提携問題であ る。 生保 ・損保が 旧財 閥系統を通 じて販 売チ ャネルの提

携,PRの 共 同実施 を行いは じめた。 なかで も生損候 いつれの取扱 もす る代理 店の多角経営が

目につ くoこ の ような多角化傾向は米国 の代理店においては顕著であるo米 国においては,投

資信託証券 の兼売は今ではもう不可欠な もの とされ,そ の多角化は単に投資信託証券に とどま

らず,不 動産業 や関連産業 との提携,あ るいはその分野への進 出,ま たは関連 産業が代理店 を

買 収す る傾向も目立 ってい るoこ の ような傾向はやが て生保 をふ くむ経済,金 融,証 券,財 務

に関す るサー ビスを提供す るサー ビス ・セン ターへ と発展 してい くであろ うo金 融 ・財政のサ

ー ビス ・池ンターでは各専 門家が専門分野 を最 も効果的に問題を処理す るだけでな く
,専 門 家

同士がそれぞれ長所 と短所を有機的に補足 ・発揮するよう仕組まれているo現 在米国でみられ

る金融 ・財政サー ビス ・センターでは生命保険 と投 資信託証券の販売は もちろん,財 産づ くり

の計画,証 券投資その他各種金融,財 政上のサー ビスを提供 しているoす なわ ち顧 客のニー ド

に応 じて処方 をしているわけである。 こSに 生命保険 を含めた財産つ くbを 中心 とするサー ビ

ス ・センターの重要任 務がある01970年 代 は,税 務 も社会保 障 も,生 命保険は もとよb損

害保 険 も投資信託 も不動産 も,総 合 した専 門的サー ビス,総 合的 サー ビスがで きる総合センタ

ーが発展す る可能性がある
oこSに プッシュ販売か らプル販売へ の典型的な変化が読取れるわ

けである。

保険料の集金 チ ャネルについては,従 来 の集金人制度,代 理店経 由払込制度,郵 便振替払制

度 のほかに銀行 口座振込制度,銀 行口座振 替払制度が採用 され.ク レジット払 も検討されてい

る。 これ らの新 しい集金チ ャネルは,労 働力不足傾向 とキ ャッシ ュレス社会を指向す る現在の

社会情勢の もとでます ます増加傾向 をたどることに なると思 われうが,一 方では訪問販売 とい

う募集 の基本 チ ャネルが薄弱 となるおそれがでてきているo

情報 チ ャネルについては,企 業系 列グルー プに より設立されたシンクタンク とそ の系列生保

との間で経済予測,コ ンピュータ利用等につ き何等かの情報交換が行 なわれることになろ う。

つ ぎに隣 接企業 の相互乗入れの問題であるが,保 険業界において これまで不文律 となってい

た分野 の問題 に,生 命保 険は長期契約で配当付,損 害保険は掛け捨 ての短期契約 とい う明確 な

きまりがあ ったが,こ の数年来,そ の分野調整 は破れ て損保に配当付の長期総合保険が生ま れ
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その逆 に生保 に傷害保 障付の保 険がつ くられ,生 保 と損保 の競 合 とい う形が クローズ ・ア ップ

されてきた。 また,銀 行 との間 では交通災害保障付定期預金 をめ ぐって新 しい提携関係が生れ

㌔

最後に国際化 の問題に目を転ず ると米国生保会社の近年における進 出は 目ざま しい ものがあ

る。 これは,世 界第一 を誇 る米 国生保市場 の狭陰化 と,産 業界の海 外進出が生保業界を刺戟 し

ている点が挙げ られるoこ う した海外進 出は,海 外 での支店設置 と海外生保 会社の買収を手 は

じめに展開 され るが,ま たは業務提 携に よる進 出で,こ の うち最 も一般的 なのが共 同保険制度

に もとつ く団体保険,企 業年金の販売協定であるo後 者の形 態によれば国際団体保険機構 とい

った プールを設置 し,海 外 に進 出した米国企業 や海外子会社のための団体保険お よび企業年金

契約を,提 携 した海外の生保会社に紹介 し,こ の制度に もとついて締結 した契約については,

そ の一 定部分を自社 に再保険 させ るのであるo世 界第三位を誇るジョン ・バンコ ック生命は,

IGP(InternationalInsurancePool)を 発 足させ,す でに ヨー ロ ッパで相

当の成果 を挙げ ている。そ のほか,世 界第2位 のプルデ ンシアル生命は グローバル ・ベネフ ィ

ット・プ ログラムを発足させ,IGPと 同様 の業務展開を行 なっているoそ のほか,世 界第1

位の メ トロポ1リタン生命にも同様の動 きが あるoわ が国で も協栄生命が ブラ ジルにおいて現 地

生保 を買収 してrブ ラジル協栄」を設立 し,生 保業界初の海外進 出を した。

●

5業 界 団 体 の役 割の変 化 ・

すでに第1節r産 業根底の変化」の項で記 したように,生 保険業界は労働力の逼迫化と顧客

層の生活環境の著しい変化にともなう新 しい販売チャネル ・集金チャネル開拓の必要性がある

こと,保 障機能 と長期資金供給機能 とのバランスを保ちつつ経済の発展に資すること,社 会環

境の変化にともなう総合保障化をめぐって隣接業界とのきびしい競合の問題に直面しているこ

と,持 続するインフレ対抗策を講ずること,国 際競争に対処すること等,解 決すべき幾多の問

題を抱えているo

業界団体としての生命保険協会は,わ が国における生命保険事業の健全な発達を図ることを

目的として設立され,

(D生 命保険に関する学課および実務の調査および研究

(2)生 命保険に関する宣伝および弘報活動

(3}生 命保険に関する意見の表明tsよび申達

(4)生 命保険業者相互の緊密な連絡および親睦

等を行ってきたが,前 記の事情にてらして,そ の創立60周 年記念事業の一つとして,激 動す

る社会情勢に対 し実 りある繁栄を追求するf十 年後の日本の生命保険事業の未来像についての

共同研究」を掲げているoそ の研究テーマから主なものを列記すると次のとおりであるo
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・十年後のわが国の経済について

・十年後のわが国の金融構造にっいて

・十年後の生保の金融機関 としての地位

・十年後における資産運用のビジョン

・生保 に影響を与える諸情報について

・外野労働力への影響要因について

・生保経営に関するリスクの動向について

これらにみられるように複雑多様化する未来に対 し共同研究の場 としてのウエイトが非常に高

まってきたo

このほか,・生命保険協会では一般委員会,特 別委員会を多数設置 しているが,な かでも死亡

率調査委員会は第二次世界大戦後の死亡率曲線,死 因構造等をさぐり経験生命表に集大成する

ことを目的として昭和28年 に設立された ものであるが,全 社からデータをり0年 余にわたっ

て蒐集 し,コ ンビ=一 夕によって分析整理し,戦 後初の経験生命表を作成 したoζ の作業は今

後も継続 して行なわれるが,プ ランニングNISと して極めて早 くp・ら実施された点,注 目va

価するものといえよう。そのほ万㍉ 必要に応 じ設置される特別委員会においても,そ れが業界

として情報化時代にそ くした合理化推進の母体となってきている。

以上のほかに.保 険数理関係者の団体である日本アクチュアリー会ではEDP特 別委員会を

設けて各社のEDP研 究の場 としての年次大会を開催 し,研 究発表を行 っている。

6情 報 化に と もな う人 材 の確 保 と 教 育

生保事業は情報化社会の進展につれて変化 しつつあるとはいうものの,な お,そ の基幹業務

にあたる販売面を専ら外務員の訪問販売に依存し,集 金 ・保全面についても専 ら人に依存 して

いる。それだけに人材の確保と教育は経営の出発点であるといえるo以 下,生 保における三つ

の代表的な職務区分,す なわち,外 務職.一 般事務職,つ いで専門職の順にふれてみることと

したいo

これまでの生保外野にあっては,生 保各社が全 く同一の市場で類似内容の商品を販売 してい

たため,ど ちらがといえぱ外務員の多寡が販売力の差 となり,そ れは外務員の増員競争ともな

っていたoし ・kl・・も外野の労働力はターン ・オーバーが激 し'〈,また,そ のほとんどを家庭婦人

にもとめている関係上,増 員は きわめて不安定 な状態でなされ,ま た,そ の大部分が同僚誘致

にょるという実情であった。そのうえ,保 険セールスでは体験κ よって会得するのが早道であ

るため,学 習に対する関心が薄く,が つ,短 時日で保険知識を習得することが困難なため,企

業側では知識の体系的伝達手段としての現地教育,集 合教吋のほかに業界団体である生命保険

協会が主催で生保外務員試験を行ない,資 質の向上 をはが ってきたoし かしなが ら,今 後予想
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される労働力不足お よび労働 人口の老令化に対 し,情 報化時代にふさわ しい新 しい見地か らの

再検 討,す なわち,労 働力を節約 した中での新 しい販売チ ャネル,集 金チ ャネル,一 例と して

他産業 との セールスパ ワーの共同利用等の検討がぜひ とも必要 となるであろ う。 さ らに通 信回

線の自由化と適当 な料金体系の確立 をまってのオンラインを手段 としたコンピュータ ・アシス

テ 。ド・セールス も検討の余地が あるo以 上 の在来型セールス ・フォースのほかに,イ ンフレ

対抗商品 として開発を予定されるエク イテ ィ商品を十 分に消化 しうる高いレベルの セールス ・

フ ォース も準備 しなけれ ばならないであろ うo

このほヵ㍉ 生命保 険協会では生保外野の資質向上をはv・ってr生 命保険外務大学課 程」講座

を開催 し,r認 定 生命保険士」の資格選考を行 なったo「 認定生命保険士 」になるに は,生 命

保険に関す る専 門知識は もとより,所 得税,相 談税,法 人税等の税制問題,民 法,会 社法 等の

法律問題お よび経済,経 営に関す る諸問題等 をカ リキュ ラムとする所定 の八講座 について延1

68時 間にわた る講義 をうけ認定試験 に合格 しなければな らないoこ の ような講座は,生 保外

野陣を して家庭 もしくは個人 企業 の経 済顧問た らしめ ようとい う意欲の表れ と受取れ ようo

つ ぎに,一 般事務職の問題であるが,経 済の急成長は予 想外に早 く人手不足時代を招来 したo

単 純繰返 し事 務の多い生保事務は機械化に適 しているためオー トメ化され人員増 を阻止 してい

るが,若 手女子職員の退職 は非常に多 く,そ の補充のた めに毎年多数の女子職員の採 用を必要.

と しているoこ のための定期採用にあた って,需 給の アンバランスと女子若年層の職業観の急

速 な変化が応募者 を年 々著 しく減少せ しめ ている。 この現 象は支社 ならびに営業所の場合に特

に著 しい。 この ような事情を考慮 して,企 業側は少数 精鋭主義の もとに入社後の教育訓練.例

えばOJT,集 合教 育,専 門教育等 を充実 し,ま た,一 ノ」では パー トタイマーの活 用や定 着対

策 としての福利厚生施設の拡充,退 職者の再雇用等 もあわせ実施 したが,他 方では管理職教育

のあ り方 について も再 考を求める気運 を醸成 しているo某 銀行が女子行員 の獲得 と定着手段 と

して打 出した 「海外旅 行研修制度」 は新 しいアイデンア として好評で ある。 また,大 卒者の採

用につ いて も,地 味で保守的なイメー ジをもつ生保事業 は,学 生 自身に よる企業 との直接 のコ

ンタク トを通 じての採用に変 りつつある現在,必 ず しも有利に展開 しているとはいえ ないoこ

のような客観情勢の もとにおいて,若 い人材 を確 保す るた めには,生 保 がその本来 の事業のみ

な らず,関 連諸事業に も大いに進 出 し,魅 力ある企業 とい うイメージを植え付け ることが必要

となってきてい る。いわゆる持株会社構想等が 資本 自由化にともな う安定株主対 策,産 業再編

成手段 の多様化な どが ら一般にクローズア 。ブされつつ あるが,企 業魅力醸成 の上 か らもこの

構想につき検討す る価値があるであろ うo

最 後に専門職 の問題であるが,情 報化の進展に ともなってその採用は非常に困難 なもの とな

ってきた。特 に理工系の採 用につい ては生産会社の場合 と異なり採用実績が 少いため,極 めて

困難な もの となって きているoそ れ らの専門職 を企業が必要 とするタイプに分類する と次の三
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つになると思われ るoそ の一つは企業の資源 ともい うべ き専門分野 ごとのスペシャリス ト,第

二はそれ らの専門分野 を統合する任にあた るスペシ ャリス ト,第 三は情報指向型のス タッフで

あるoこ れ らの三つの型 の専門職 を広 く組織の内外に求め,養 成する必要があるoま た,そ れ

ら専 門職の知識 も寿 命が短縮化の傾向にあるので,知 識の陳腐化 に対 する不断の 自己研修 を要

する とともに,企 業側はその処遇 をはかることがそれ ら専門職の モラールを維持する うえで も

また次につづ く新 しい専門職 を採 用する うえで も是非 とも必要に なって くる。つ ぎに,専 門職

の うちで も特に経営に多大 の影響 を及ぼす コンピュー タの担当者についての経営内部におけ る

位置づけ が問題であるoコ ンビ=一 夕を経営 に真に役立たせるた めには,ト ップの意志が絶え

ずEDP担 当 者に伝わ るような環境条件をつ くるべきである。 なお,コ ンピュータ関係職 のほ

かに特 に新 し く養成を要 するものは,エ ク イテ ィ商品に関連 しての証券アナ リス トであるo国

際的 な証券投資研究の必要性 が認識されつつある現在,証 券アナ リス トの養成 と外国証券投資

に関する研究体 制の強化が特に必要 となって きたo・ 一

最後に,企 業 内では事務部 門と ミ ドルマネージメン トが機械化 に よって大 きなインペク トを

こうむり,組 織の改廃が盛んであるo長 年の知識が陳腐化 し,ま た,事 務職レベルでは作業内

容が単純化 し企業への帰 属意識 を低下させて きているので,「 人 間尊重」を根底 とする働 き甲

斐 のある職場ti5く りを進 める ことに より有能 な人材を吸収 育成す ることが肝要であるoま た,

情報化時代には全般的に知識の寿命が短 か くなるので,そ の リハ ビリテーシ ョン ・システ ムと

しての生涯裁方が外務職,一 般事務職,専 門職 のいかんを とわず どうして も必要 になって くる

であろうo
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V民 間 放 送 産 業

は じ め に

もし,情 報社会の最も主な指標を,① 情報が物質,エ ネルギーとともに重要な資源としての認

識が高まり,情 報が企業発展,経 済成長の指導的役割を果たすようになる,② 情報の多様化(質.

量)が 進展する,③ 清報を事業対象とした産業が増加し,そ のウエイトが50%以 上 となる,と

いう3点 に求めることが許される左らば,放 送をはじめとするマスコミ産業は,② の情報供給の

内容の多様性,供 給量のぼ う大性において,ま た③の情報を商品化した産業とい う点において ・

情報産業の最先端をゆく産業であると同時に,社 会的スケールにおいて情報化を促進している産

業である一 といってみることができるだろう。それだけに,放 送産業は社会,産 業 。企業各レ

ベルにおける情報化の不可避的な進展に対して無関心ではありえ互いし,無 関係でもあカえない

のである。

放送産業といっても民間放送とNHK(日 本放送協会)と では,産 業的意味では根本的に異っ

ているので分離して考える必要があろう。す左わち,NHKは 聴視者に番組情報を提供し,そ の

対価を直接聴視者から聴視料 とい う形で徴収し,こ の聴視料収入にょって企業運営をはかってい

る。これに対して,民 間放送では,聴 視者に番組情報および広告情報を無料で提供するかわカに

広告主か ら放送した広告情報価値に対する対価を放送広告料(現 金,電 波料,製 作費,ス ポプト

料などいろいろ左形態がある)と して受取り,そ の広告収入によって企業を運営している。この

NHKと 民間放送の収入形態の相違は,ラ ジittsよびテレビに関しても,だ いたい同じである。

このように,民 間放送の場合はNHKと 異在り,産 業を構成している主体は,民 放局,視 聴者

(r消 費者)広 告者の三者である。この三者をめぐる情報化の進展が,民 放産業の情報化をいっ

そ うう左がすことになるだろうことは眼にみえているo

本稿では,民 間放送の場合を中心に検討してゆくこととするe

1.産 業 の 根底 の変 化

1--1媒 体の多様化にょる脱 「免許依存」

民間放送は昭和26年9月,日 本では全く新しい産業として,ラ ジオ放送か らスター トをき

b,28年8月 にはテレビ放送を開始した。

大正14年 以来,約20数 年聞放送界を独占していたNHKに 対抗して,同 じ電波を媒体と

して利用しながら,視 聴者から料金を徴収せず,広 告主からの広告収入を主たる収入源とし,

番組 と広告情報を無料で視聴者に提供する新しい事業 として出発した。当初は,こ のよう左専
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業形態 に ょる民 放ラジオ,テ レビに対して不安視するむ きが多かったが ・予想 に反 して順調 な

成長を とげて きている。

<表1> 年別 ラジオ,テ レビ開局の推移

＼ ラ ジ オ テ レ ビ 駄
＼
ラ ジ オ テ レ ビ

26 6社 38 2 1

27 12 39

28 14 1社 40

29 8 41

30 1 1 42

31 1 2 43 4

32 1 44 1 19

33 2 12 45 3 10

34 1 21

35 1 5

36 3
.

37 2 1 合計 54社 81社

'

(う ちFM4)(う ちU局33)

(46.2月 現在)

民 放 局の年別社数の増加状況は表1の とお りでラジオ,テ レビとも順次増加してきている。

とくに,FM放 送,UHFテ レ ビの開始はラジオbよ びテ レビの新局面 をひ らいたものといえ

よう。

電通調査に よる広告費は,45年 ラ ジオ342億 円,テ レビ2440億 円 と,テ レビは新 聞

(2653億 円)と ほぼ肩を左 らべ るまでに左ってきている。

さて,こ こで民 間放送の事i業的特質 を検討してみ よう。 まず,民 間放送 は 「電波法」 に ょる

施設免許 を うけた事業であり,ま た 「放送法」等 にょり運営の指針が示されている点が一般の

事業 と異 なってい る。両法律 はそれぞれ放送 につ いて定義をしており,い ず れも放送 とは 「公

衆 に よって直接受信されるこ とを 目的 とする無線通信の送信」 としている。 この 「無線通信の

送信」 とは電 波を利用した通信 とい う意味で ある。
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このよう眼 間放送の大 き蹄 質は ・①公衆を対象として儲(翻 と広告)撫 料で撤

している ・②繍 の継 報 とし橘 雄 利用している ,と い う2点 疎 められるが,第 、点

の系 として パ 衆閲 する響 力の強さというこぬ ら
,融 内容(番 組)の 適正勒 し公共

齢 強 ぐ輔 される・と疏 る・しかし ・大衆の嗜好が多様化してくると
,猷 大衆の求める

繍 のうち放送鯛 能なものは何かの・り・ビア調 査
,検討がせまられて くることになる。

第2点 の願 搬 送手段 として甑 を利肘 るという獺 曜 つく系としては
,轍 醐 理

的に有限であることより・「免許」制度がとられていることである
。

この免許搬 は ・よ赫 あしか縦 来の民放事業活動の大枠を規定してきた
。それは二つの

側面にみ られる。

つ の唖 は パ 免許」によ眠 放社の数力繊 的に制縮 れていることであるづ 蓼え
ば,

鯨 ではテ レビ5th・tS方 舗 では2社 というように
.・ のことは,民 放局ouvaあ る餓 の寡

占的地位備 えら城 こと障 る・いわば ・「免許依確 」砒 較的高峰 業であ
。たと庭

よう。

り

第二の側面は ・免許され蝿 波の種類 一 ラジオ(中 波
,短 波,FM)で あ るか,テ 。ビ

(VHF・UH'F)で あ るか 一 ・'・事納 容・ 事業噸 鉄 さく依軋 て・・ることであ 、
。

例えば ・ラジオは発足以来 テレビが普及する33～4纐 までは家庭内での娯楽儲 の王座

を占めて㌣た・ しかし ・テ レビが甑 ・は じめ・とたちまちテ ・ピは・ジオにと
。て・、劫,

ラジオはヤングなど特定層を対象 とするクラスメデ
ィアに移行していった。

これはラジオとテレビの本来的にもつ媒体特性(媒 体の強さ)に 由来しているとみてよかろ

うo

この第二の側面は ・民放産業が 鳴 波特性依存度」の高い産業であることを示している
。

しかい この 「免許依存」 ・「電麟 性依存」槻 聴老の多靴 欲求にょる局数増加とか
,

轍 と競合する新媒体の出m・tど によb・ その・リ・ト欲 歎 うすれつつある
.そ のrfMJを

みてみようo

まず ・民放社数は前述のと・・b逐次増加しt・・b ,こ とにテ レビは43年 以降の鴫 の嬉

矯 に凱 すべての肪 都市に帥 ても三社以上 と○ その数は一き・囎 増している
.地 、

方都市での独占度は次歎 希献 花・てきている・また,ケ ーブルテレビ,・ デが 。ヶ一。,
デー極 信 ・テレビ電話 ・ボー… ク・ミリ左ど新媒体が実用化されてくると

,従精 液が

もっていた絶体的優位性は相対的に低下して くるであろう
。

この電波のもつ機能の相対的変化にっれて ・民放産業が社会的コミュニケ_シ.ン.シ ステ

ムに軸 て果た報 謝 も変化してくるであろう
.現 在,テ レビ喘 合的繍(娯 楽,教 育,教

養 ・鎚 ・スポーツなど)を すべての層の人・を対敏 放送しているが
,媒体が多賦 してく

'



れば,特 定情報 を特定層(特 定マス)を 対象に放送する クラスメデ ィア的 左色彩を強めてゆ く

か もしれ左い。先 にテ レビの出現に よリラジオがた どった よう左道 をすすむ もの と考え られる。

ただ特定層を対象 とする ように在るにして も,い ずれ も特定 マス(大 衆)層 で あり,マ スコ ミ

ュニケ_シ 百ンであることには変 りはないで あろ う。今後 ・出現が予想される ツウウエイの カ

ス タムコ ミュニケーシ ョンや情報提 供サービスとは根本的に異なるものである。

今 や民放産業 としては,大 き く 「免許依存」 「電波特性依存」か らの脱皮をせま られている

とい って もよか ろ う。

今後は従来 より以上に番組内容(情 報その もの)で 企業の優劣が決定される ようになろ う。

この意味 で,よ り市場(視 聴者,広 告主)志 向を強めてゆ くもの と考 え られる。

鴫

1-2プ ラ ンニ ング指向性

民放の特質の一つは,大 衆に無料で直接,情 報 を提供 していることは前述の とお・りである。

民放が寡 占状況にあ り,大 衆の 側においても娯楽が貧困で ある間は,多 少情報内容 が大衆 の

嗜好 に合致 してい 左 くても視聴されたし,ま たそ の広告媒体価値を広告主に販売する ことがで

きた。 しかし,視 聴者 サイ ドの所得上昇,余 暇時間の増大 などに より ・余暇利用の多様化がす

すみ,行 動的 レジ ャー も多 く左 りつつ ある。 このことは,テ レビ,ラ ジオへの依存度 が相対的

に減少していることを意味す る。一方,民 放社 数の増加,媒 体の多様化左 どに ょり広告媒体側

の供給能力も増加し,販 売競 争はますます激 し く左ってこよ うとしている。今後は,よ り大衆

の 二_ズ にそ った番組の企画 ・開発をすすめるこ ととともに,そ の もてる広告媒体価値をデー

タで裏付け左が ら,い かに広告主に科学的 に販売 してい くかが民放各社の基本戦略 と茂る。番

組価値 と広告価値 とい う性格の異 った情報価値を,い かに うま くマ ッチングさせてい くかが最

大 の課題 と在ろ う。 この ことは,番 組お よび広告の両面にキいて,よ り市場志向性のあるプラ

ンニング機能が求 められていることを意味する。

放送番組はもともと一品生産であ り,典 型的 左少量多品種生産の形態で ある。従来 とも各種

の調査 を活用し左が ら番組を企画 ・制作 し 、放送 にうつ されている。放送 した結果 は視聴率調

査などによりチェックされ,,企 画 に生 かされている,こ れ らの中で ・一番大切なのはやは り番組企

画 である。放送の大量の番組情報を送 り出す,し か も,す べて異な った ものである。 したが っ

て,放 送 は大量 の よい番組企画を常に必要 としているのである。番組企画 には,視 聴動 向,生

活時間,嗜 好調査,各 種原作,タ レン ト,情 報 など多角的左デ ータが活用されてい る。今迄 は

主 として企画担当者が 自分の記憶,自 分の整理している範 囲の情報か ら企画を決定 していた。

しか し,今 後は企画面に コン ピューターが十分に活用されるこ とに左ろ う。
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コン ピュータにファイルされている莫大 左情報 を
,い くつかのチ ェプクポイン トを指定する

ことにょり,企 画担 当者が縦横 に活用するこ とがで き
.るようになろ う。活用情報の範囲 とス ピ

← ドが格段 にレベル アップされる。 コン ピュータを如何に番組企画に活用するか
,こ れが今後

の最大の課題で ある。創造性にいどむ マン ・マシンシステムの開発が期待 されるところである
。

民 放は,番 組を視聴者に無料で提供するが,一 方では,視 聴者の裏側である消費者への広告

伝達価値を広告媒体価値 として広告主に販売している。

したがって ・消費者データの整備 も非常 に重要なことであるが,今 では必ずし も十分だ った

とはいえない。民放の場合 ダ全体 としてやや売手市場であったか らである。

しか し,今 後はマーケッテ ィングデー タの整備をはか カ,先 の視聴者デー タとあわせて,広

告主の広告標 とマッチングさせた販売企画能力が非常に要求されて くる。

この点において もコンピュータが大 いに活用されるようになろう。すで に一部の社では,広

告主か ら広告 目標,金 額が提示される と,コ ンピュータに よって放送広告の最低計画 をだし,

そ の広告の効果 ・視聴者への到達範囲(リ ーチ)と 頻度(フ リークエンシー)を 予測 して広告

主 に提示 している 放 送広告はオンエアした ときに終 ってお り,事 後の調査はその効果 を確認

す るにとどま る。 したが って,放 送広告の場合は,プ ランニングに聴いて効果の予測が非常に

重要で あり,今 後は よカー層その傾向がつ よまろ う。

広告媒体価値の販売は,放 送 した とい う実体の確認 はお こなえるが,そ の価値 につ いてはデ

ータによる予測 ,調 査 にょる効果 デー タ以外に何物 も左 く,そ の実体は左かなかつかみに くい
。

まさし く・情報(価 値デー タ)そ の ものを売 っているのである。

したが って ・今 後はデータに立脚した,科 学的 左販売方法がますます求 め られ る。 これには
,

コ ンピュータの情報処理能力をか り左 くては とうていな し得 左いであろう
。

●

2.NlS形 式 へ の 展 望

まずNISの 理 解の必要上,免 許 によって もたらされた民放の特殊 性を一つ述べてbヒ う。

各民放局は免許 の時に各局のサー ビス エリアを定 められており,そ れ をこえて電波 を出す こと

はで きない・現在のサービスエリアは,関 東,近 畿 などの ブロック単位の ものと県単位の もの

とがある。た とえば,在 京テ レビ局 といえ ども,本 来的には関東地区をサービス エリアとす る

一地方テ レビ局にすぎな㎞ ただ
,地 区の経済状況によって地区 ごとの置局数はこと左ってい

る。東京 はテ レビ5社,大 阪4社,地 方都市2社 とい うように。

この ように地区別 にサー ビスエ リアを限定 され た局 は,制 作 した番組の単位あたりのコス ト

を引下げるため,あ るいは,全 国的広告主 に一括 して販売 するのに便利であるなどの理由によ
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り,相 互 に番組交換のための協定 を結び ネ ットワークを組んでい る。 このネ ットワークには,

ニ ュースを主 とするニューズネ ットワーク と一般番組の交換 を主 とする場合が あるが,こ の両

者は重複 してい る場合が多い。

だいたいニ ューズネ ットの対象 となる各種の出来 ごとは,い つ,ど こで発生 するか不明であ

る。 この ような二・・一ス取材のための体制 をg地 区的 に限定 されている民放社が一社 ごとに も

っ ことは,と うてい経済的負担 にたえ得 ない ものである。従 って,各 社が地区別 に分担を きめ,

取 材 したニュース を相互に交換す ることに より,全 体 として,一 つの取材網 を完成 させ るため

ニ ューズネ ットワークは生れた ものである。結合 としては非常に強い ものがある。民放での各

種 のネ ットワークは このニ ューズ ネ ットワークが一一つの基盤 をな しているとみて よい。

この点 はt-・一`つの主体で全国的 なネ ットワークを許 されているNHKと は非常にことなる点

である。 この ように民放では,サ ービスエリアが限定 されている不利 を克服せ る手段 として,

発足当初か らネ ットワークを組み 、情報の交換 に意を注いで きた。いわば,他 の主体 との情報

の交換 一 ネ ットワーク形式は体質的 にあっているとみて よかろ う。

さて,NISを 企業外主体 との交換 と考えれば,民 放の場合,次 の各側面 においてNIS化

が すすんでおり,ま た,進 む もの と予測 され る。
ト

2-1テtZビ ネ ットワーク単位でのデータセンターの設置。民放の各 ネ ットワークは番組の企

画 ・制作,販 売 を通 じて,別 主体ではあるが,か なり運命共 同体的 な結びつ きを してお り,今

後のネ ットワーク間の競争 にそなえて,ネ ットワークで一の情報 センターを作ろ うとしてい る。

この場合Pネ ット加盟の各社がそれぞれ ローカル情報の拠点 とな り,そ れ らを結 しようとす る

ものである。

2-2民 放 企業は,番 組企画のために視聴者情報 を中心 とした各種生活,社 会,文 化情報 を,

また,広 告主に販売す るために各種の市場調査データを大量 に必要 とす ることは前述 のとお り

である。 ただ,こ れ らのデータの必要の度合は,在 京局 と他の地方局 との場合 では非常に こと

なっている。在京 局が格段 に必要度が高い。それ は,民 放の番組企画 ・制作お よび販売は主 と

して在京局が中心 となってお こな っているか らである。

在京 局では,従 来か らこれ らの情報交換 のためのネ ットワークを調査機 関,広 告代理店 との

間で形成 していたが,交 換情報 の大量化,交 換 のス ピー ドに対処するため,各 種の対策をたて

ている。例えば,マ グ ネチ ックテープ,デ ィスクに よる調査データの購入,各 種の標準化の検

討 など。 この標準化 は民放 一 広告産業を通 じての今後の大 きな課題 であるが,具 体的に検討

をせまられてい る項 目として も,CM素 材,帳 票類 ・コー ド統一.放 送確認書 など多々存在 す

る0

2-3広 告主,代 理店か らの広告引合(ス ボ フト・タイム)に 対 して,即 座 に応答 しうるよう
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本社 一 支社 間,社 内でのインラインなどリアル タイム ・シス テムが出されている。 これは,

テ レビネ ットワーク単位 でのオンラ インに発展する可能性 もある。

2-4放 送,新 聞 グループによる情報交換 もか主 力行なわれ ている。 これは,取 扱情報 に共通

性がある以外に,発 生 史的 左関係 もある。今後 もかなり強力な情報交換 グループとして発展 し

てゆ くで あろ う。

それ と,テ レビネ ット単 位の もの とどちらが優位 であり,今 後 どの ようになってゆ くかは一

概 にはいえない。

2-5民 放 関係情報には,企 業 とか ネ ット系列 をこえて,産 業 として整備 してbく 必要のある

情報 も多い。全民放社の番組情 報,視 聴者情報など。 これ らの情報 を中心として民放情報セン

ターを作 ることが必要であろ う。民放情報セ ンターは,も ちろんNIS時 代 には民放関係 情報

を申継す る三つ の核 とな るのであろ う。

これか らの民放関係のNISは,テ レビネ ット系列,新 聞 ・放送系列,全 民放社 などいろい'

う な型 が並存 し,ど れか一つになる とい うようなことにはな らないであろう。各社は,情 報内

容,経 営戦略などにより,い ろいろなNISの 型 を使いわけることになるで あろ う。

今後,各 社 の情報化が進 むにつれて,経 済の広域化,都 市 一 地方の情報格差の縮少 力』 層

進展す ると考え られ る。

現在法律 により民放のサービスエ リアは狭い地区に限定されてい るが,こ の ヒとの可否が制

度上問題 となる日もこよう。その ときには.民 放産業 に とっては より大 きな変革が起るか も知

れないo

■

5.効 果 マ キ シマ ムの確 保

3-1ネ ット系列の効果ヤキシマム

民放局の経営状態は,概 して在京局(キ イ局)の 利益率が低 く,地 方局の利益率が高い。 こ

の主たる原因は,在 京局が主として番組制作を行なっているが,こ の番組販売は,実 費販売が

慣習的 となっており,実 質的に赤字の場合が多いからである。 この制作赤字をすべてのネフト

局で応分に負担すれば,と くにキイ局の利益率が格段に悪 くなるということには左らない。 し

か し,現 在までのところ制作の赤字分は主 としてキイ局が負担している。その主たる理由は,

在京局5局 に対 し地方局2局 しかないという置局のアンバランスにある。 ネ7ト ワークを全国

的に拡充することカ㍉ 販売するにあたっても制作費の単位あたリコス トを下げることにおいて

も優位であるため,キ イ局はできるだけネプト系列局を多 くしようとする。その場合,置 局の

相対的アンバランスが5地 方局が有利で発言力が大 となるからである。
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しか し,43年 のU局 の開局以来 ・ネプトワーク系列内では運命共同体意識 一 系列全体 と

して力を高め .・系列間競争 に対処 しようとす る動 きが大 となって きている。今までは ・ほとん

ど在京社 に依存 していた地方局 も,系 列 としての効果 をあげるよう一致 して努力 しは じめてい

る。 ネ ットワーク協定 を締結 して,共 同で番組企画,番 組開発,販 売戦略 をね り,ま た,従 来

在京 局に全面 的におわ壮ていた制作赤字 負担 も共同で分担 しようとしてい る。

これ らの活動 をスムーズにお こなうため,ネ ット系列 としてのデータセンター も計画 され て

いる。 この場 合,コ ン ピュータが情報処理の中心 におかれる ことはい うまで もない。

また,番 組制作活動それ 自体 も,従 来の在京局 の社内制作か ら,外 部の衛星的 プロダクシ ョ

ンへ移行 させ,競 争原理 の導入 をはかってい る。在京局は企画情報を作成 し,そ れ をプロダク

シ 。ンに提供する。そ して,制 作された ものの編成をおこなうことが中心機能 とな りつつある。

系列の能 力結集 と専門化,こ れによって効果の向上をはかってゆかざるを得 ない ような状況 が

到来 してい るので ある。

t

3--2新 聞:・放送共同に よる効率化

新聞 と放送 を同一 の主体 で行 うことは,マ ス コ ミの独 占とい う観点か ら禁止されている。 し

か し,同 じマス コミ媒体 として入用情報や各種業務 には共通点が多 く,取 材,情 報処理 など効

率をあげるため共同であた ってい る場合 も多い。今後情報がますます多様化す ることを考えれ

ば,新 聞 との共同化に よb効 率 をたかめられ る分野 もAxb多 い と思われる。 ・

.3-3民 放全社による効率化

前述のとおり,NIS時 代には共通情報は民放全社で共同利用することが,産 業間競争に対

処 してゆく大 きな戦略となろう。

●

4.系 列 化 ・グ ル ー プ 化 の 変 貌

民放 における系列 には

4-1前 述 の ネ ットワーク系列が基本 となってteb,今 後 も系列の中心 をなす ものであろ う。

これは業務の必要か ら生 じた ものである し,U局 の免許以来,固 定化 の傾 向にあることはす

で に述べた とお りである。今後,局 数 の増加 などが続けば ネッ ト系列はますます固定化 しよう。

このネ ット系列を固定化さす鍵 はニュース取材,番 組交換 ・共同販売で あり,そ の手段 として
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デ一 夕センター-tコ ン ピュー タ」ネ ットワークも出現 してこようo

この場合,従 来の在京局 にすべてを背負 わせ る とい うのではな く、集団指導体制的な もの に

移 ってゆ くのではなかろ うか。

4-2民 放 の発 足 以 来・新聞との結びつ きが強いが ,今 後 もこの結合は続 く面 もあろう。

ただ,従 来は新聞が比較的 イニシヤテ ィプをとっていた。 しかし,今 後は新聞
,民 放 の相互の

関係は対等 なもの となろ う。

4-3放 送 企業の最大の機能は,情 報を収集,加 工 し 、一つの音声パ プケージあるいは映像

パ ッケージにま とめるアセンブル機能 にある。 このアセンブル機能 をフルに発揮 して
,単 独で

情報産業 グループを形成 して くるもの もで てこよう。計算 センター,ソ フ トウエア会社
,レ コ

ー ド・出版 ・VP・CATV・ さ らには,電 器 メー カー,教 育,映 画,レ コー ド,新 聞などの

機能をアセンブルする事業 をも加えるかも知れ ない。

5.業 界内での体制強化

「免許」 ・ 「電波特性」 に依存 していた放送が ,媒 体 多様化などによる電波 の特性の相対的変

化に対応 して ・より市場 指向的になカつつあることはすでに述べた とおりである
。変化への対

応 は大 きく二つに分 けられ る。一つは電波 による放送の枠内での対応であ り
,こ れについては

これまで に述べて きた。二つは電波に よる放送の枠 を越えた対応
,経 営多角化戦略で ある。

民放の経営多角化の領域は ・情報産業関連 とそれ以外 のものと二つに分けて考え るとよいの

ではないか。

民放 が他の繍 醒 碑 へ拡張 しよ うとするときには,ん 技術(ソ 刀 …_ド)
,市 場

などにおいて放送 とかなり共通 性が あり,メ リットは大 である。 すでに音楽 テープ,レ コー ド,

BGM・CATV・VP・ 出版 ・ブ・ダクシ ・ン,計 算セ〃 ー 〃 トウエア会社,コ ン ピ

ュー ター学院 などいろいろ左分野に進 出 しつつある。今後 も情報 とい う軸 を中心 に同心 円的に

拡大 してゆ くとみ られる。

民放の経営多角化 は,情 報関連以外で もいろいろみ られる。 ホテル
,観 光,ゴ ルフ,不 動産

・…㌔ しか し
,こ れ らの多角化 をつらぬ く戦略性はあまり認め られ ない。情報化の進展 ととも

に再検討 を要す る経営課題で ある。
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6.業 界 団体 の変 質

民放は免許事業であるとともに,そ の提供するサービスが大衆に強い影響力があるた践ζ,他

の業種よりより高い公共性が求められている。 このような事業者による業界団体の任務は基本的

にはつぎの二つに集約されよう。大きな任務の一つは,免 許という垣根を保 ち ,事業者の利益

がおかされないようにすることである。いわば,新 規免許をできるだけ阻止しようとすること

である。その二つは,事 業者の提供するサービスに関 して基準を設け ,あ るレベル以上の質を

保つようにすること一 放送基準の作成 と遵守の活動である。

しかし,視 聴者の番組情報多様化の欲求や,都 市と地方との格差解消要求などにより ,置局

数は次第に多くなってきている。 また,他 の有力媒体の出現により相対的に電波独占の効用も

低下 してきている。

いわば 「免許」効用が次第にうすれてきていることは前にみた とおりである
。 とい うことは,

団体としての従来の一つの大 目標は消滅 しつつあることになる。業界団体 としては ,免許効用

に代るものとして電波の能力を再開発して,産 業間競争に打ちかつてゆくための準備が必要で

あり,そ のためのイニシアテ ィブをとる必要がある。

そのためには関連データ・情報をより整備する使命が ,今 や民放の業界団体に課せられてき

ている大 きな課題'とみて よか ろう。 げん に,ラ ジオの後退に対 して業界 が一団 とな
ってラジオ

強化本部 を団体内に設け,各 種調査,販 売方法の研究 ,ラ ジオ媒体のメ リットのPRftど を行

い多大の成果をあげている。業界全体 としての必要情報 を整備 し
,こ れ にもとずいて全体のP

Rを 行 うとともに,各 社で もその情報 を企業 レベルで活用 し
,情 報 コス トの引下げに役立 てて

いる。その ような場 としては業界団体 あるいはそれに準ずるものが最良であるこ とはい うまで

もない。

民放連放送研 究所では,45年10月,経 営者tsよ び コンピュー タ担 当 者 を対 象 に
,,コ ン

ピュ、一夕の 共 同 利 用 一 民放情報 センターについ てアンケー ト調査 をおこなった。 その調査

結果 によると ・経営者の7・%眠 放neraセ ンターにか勧 の期待が よせ られてい る
.そ れ も

民放全社 によるものをもっとも望んでい る。 しか し ,情 報センターの 「メリット」 を十分確認

した上でやるぺ ぎだ と条件付けを してい る。 また,こ れ らの メリット確認 とともに
,実 現まで

に解決 されなければならない問題 としてつ ぎのような問題点が指摘 されてい る
。

① 共同利用すべ き情報の範囲,内 容の明確化

② 民放全社の ソフ トウエア,シ ソーラス,「 要員集団」 の開発

③ コー ト㍉ 帳票類 の統一 など基礎整備 と各社の コンピ ュー タ利用 レベルの統一 .

④ 秘密保持,コ ス ト,運 用主体 など共同利用の もつ問題点の明確化

など。
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実際 に共同利用 一 民放情報 セン ターを実現す るためには,上 記の ような共同化のための基

礎整備 をお こない実績 をつみあげてゆ くとともに,一 方では情報 センターのビジ ョンをかかげ,

業 界全体にPRす る とともに,ト ップダウン的 に業界 指導者の強力な リー-ptシ ップがなければ

なかなか実現不可能である。

民放情報 センターが実現すれば,民 放各社 に安価 に必 要情報 を提供する とともに,NISの

一 環 を形成 して他業界の利用 にも供することがで きよう
。

また,逆 にNISの 他 業界,官 公庁情報 などの外部情報の民放界導入へのク リアリングハウ

ス として,安 く入手す る核 となり得 よ う
。

,

7.産 業の変貌 一 新た な機能の付与

民放は,視 聴者に無料で番組情報 と広告情報を提供 している。 これらの活動を通 じて得られ

た能力は,

① 企画能力,ア センブル能力と,

② 知名度 一 大衆動員能力がある。

この二つの能力を放送以外に駆使することによって今後総合情報企業 として新しい情報分野

へのびうる可能性は人なるものがある。

たとえば,

④ テレどと連動 したレコード,出 版,音 楽テープ,VP,情 報提供(有 料)な ど。

◎ テレビと連動 した教育事業進出,放 送大学など。

◎ 視聴者,市 場データの提供サービス,デ ータバンク。

㊤ 関連業界の機能をアセンブルして新規事業の設立などをはかる。

これ らについては・すでに随所で述べたのでそれ以上ふれない。

&企 業 のMlSの 展 望

民放企業 のMISを 考 える場合

① 自動送出用 コンピェ一夕利用(AutomaticPr・gramarCσntrol)と 事務用

コンビ邑一 タ利用 とにわけて考える。

② 京阪名などの主要局 とそれ以外の地方局 とを区別 して考えてみると便利 である
。

まず.自 動送出用コン ピュータは,す でにテ レビ局ではほとん ど利用されている
。 ラジオ局

で もプ リセ ッ ト方式 など簡単 なものか らコンピュータまで送 出の 自動化 はか なり進んでいる
。
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APCは テ ープあるいは ドラムなどに一 日分の制御 プログラムを記憶 させ,秒 単位で番組,

CMな ど放送素材 を選択 し,時 系列的に送出 してゆ く,こ の送出 自動化の省力効果 は非常に大

きな ものが ある。 また,送 出事故の件数 も減少 して きてい る。 これは事前に送 出順位,素 材な

どを十分チェック してお くことがで きるか らである。

今後の課題は,事 務用 コンピュー タとの連結 をどの ようにつ けてゆ くか にある。事務用 とオ

ンライン化 し,事 務用で統一的 にコン トロールすればデータ入 力の二度手間がはぶかれ るなど

のメ リタトがある。 しか し,送 出は秒単位 でお こなわれ,一 秒 も故障 などによる停止は認 めら

れ ない。

このため,バ ックア ップ機が必要 となる。それ らのことを考慮すると独立 した送 出専用機の

,方が よいのか も知れ ない。

次 に事務用コンピュー タ利用 についてみてみよう。

民放研究所の調査 で利用状況 をみ ると,46年1月 現在,自 動導入利用17社19シ ステム,

関係会社計算 センター一設置利用8社,外 部計算 センター利用15社 となってお り,利 用経験者

は50%を 上 回っている。 コン ビ=一 夕利 用に関 しては,メ リ ット論争の段階 をす ぎ,導 入利

用の効率化,戦 略的利用の検討 も行 なわれは じめている。
窒

事務 用コンピュータ利用における在京局 など主要局 と地方局 との利用姿i勢(フ ィロソフィ)

の 相違は,主 要局が自社導入 による全社的MISを 指向 しているのに対 し,地 方局の場合は概

して関係 センター利用,外 部計算 センター利用,新 聞社 と共同利用などにより効率化 をはか る

とともに,メ リッ トの人 なる一部の業務 に限定的 に利用 しようとする ところにある。

これは,在 京局 と地方局 とでは,デ ータ量が格段に差がこ うとともに,番 組制作,販 売など

の主 たる業務の多 くを在京局に依存 しているためで ある。

主要局での適用業務は,経 理,給 与計算などの定型的 なものか ら視聴率調査 の集計解析,タ

イム販売 ・スポット販売管理,販 売計画,放 送広告最適計画,視 聴率予測,番 組 内利 用,経 営計

画 など次第に高変な戦略的利用方法 が開発されつつある。利用技術 も光学的入力装置,オ ンラ

イン ・デ ィスプレーなど も活 用されは じめてい る。一歩 一歩MIS実 現 へ近 づきつつあるとみ

て よかろ う。

今後の課題 としては

④ 民放特有の少量多品種情報の処理において,ど のように コス ト ・パー フォマンスをあげて

ゆ くか。

@ネ ット系列での コン ピュータ共同利 用,共 同データセン タをどの ように進 めてゆ くカ㌔

6ロ ー カル局での有効 な利用形態は どのようなものがあるか。今迄は関係計算 センターとの

併用,新 聞 との併用などがか なりみ られたが,今 後は ミニコン利用が有力なパターンにな り
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うるか否かo

㊤ 業 界 としてのハー ドの共同利 用,あ るいは情報 センターの設立 をどのよ うに して進め るか。

これ と各社の システムをどの ように連結 するか。 また,広 告代理店,調 査機 関,広 告主 との

情報 交換 を如何 に効率化 するか。そのための コー ド,帳 票類の標準化 など検討課題は多い。

9.労 働 ・教 育 問 題の展 望

民放関係の従業員の平均年令は32才(44年7月)で32v"36才 までの年令層に全体の

28%が 集中している。かなり高年令で,老 令化 しつっある。学歴別構成は大卒51%,専 短

大卒13%,な かんず ぐ男子従業員は高学歴であb,役 付職員が多い。賃金水準 も他産業に比

較 して高水準である。

民放産業は,そ の事業の性格上,若 い,フ レキシブルな労働力を必要としている。 しかし現

実は・新規採用は少なく,発 足20年 にして全体が老令化 しつつあることは非常に問題である。
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vr新 聞 業

¶

は じ め に

生産手段,流 通手段,通 信手段などありとあらゆる人間活動の分野に,科 学技術の成果がより

深 く,よ り高度に滲透することによる入間の可能性の拡大は,あ らゆる意味において情報量の増

大,多 様化を招いている。

情報化社会展開の根拠 もここにあり,情 報量の増大要請が現在いろいろな形で論議され,新 聞

放送につ ぐ新 しいマス ・メディアやそれ と対置される新 しいパーソナル ・メディアが現われ,機

能多様化への期待感をかき立てている。

新聞業は基本的機能として9最 新の情報を収集 し,ニ ュース ・バ リューに対する高い見識によ

ってそれを選別,整 理 し,体 系づけたシステムとしての情報とその背後にある世界を方寸にまと

めて,定 時的に多数の情報要求者に提供することによって,社 会の進むべき方向を指 し示 してき

た。

新聞は情報とい う無形財の経済価値を発掘 し,こ れを商品として流通,販 売 した最 も先駆的な

産業であり,長 い歴史と伝統を誇ってきた.情 報産業.で ある。

それ故に,こ れまでも,社 会的通信手段に新 しい機能がつけ加えられるごとに,そ れらは,こ

の分野での先達である新聞 との対比において競争者 といった観点で議論されてきた。そ していま

また情報化社会の展開の中で,同 じような議論が強く再燃 している。

しか し,そ うした議論は必ずしも当を得たものとは思われない。 なぜならば,機 能の多様化は,

それを可能にする技術革新の進展 もさるととながら,需 要の多様化という前提条件によって支え

られていることを忘れては左らないからである。新 しい手段の登場は,そ れが直ちに既存の手段

とその市場を侵食するのではなく,む しろ新 しい需要を喚起するのと同時に既存の市場にも刺激

を与え,そ の拡大をうながすからである。,

とはいえ,新 聞業は,現 在急速に進行 しつつある社会の情報化現象をみずからがよって立つ産

業の根底の重大な変化であると認識し,か つてラジオ,テ レビが出現 した時にもまして,そ のな

りゆきに深い関心を払っている。

1.産 業 の根 底 の変 化

1-1新 聞業産出高伸び率の見透 し ・

まずは じめに,今 後5年 間の新聞業産出高伸び率を日本経済研究センターの予測でみると,

つきの通りである。(日 本経済研究センター 「昭和50年 の日本経済」 よb)
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日本 経済研究 センターの知識産業部門別産 出高予測に よれば,新 聞業の産 出高は昭和45年

の5,212億4,700万 円か ら,昭 和50年 には1兆518億1,300万 円に成長 し・この間

に新聞広告は2,600億6,900万 円 か ら6,418億5,000万 円に成長す る。新聞業産 出高

か ら新聞広告 を差引いた残 りは,新 聞販売産 出高お よび兼業 ・副業部門の産 出高で あるが,こ

れ らの産 出高は,昭 和45年 の2,611億7,800万 円 から昭和50年 には4,099億6,300

万 円 に成長守 る計算 になる。 この増加指数は,昭 和45年 を100と す ると昭和50年 は157

で,昭 和45年 一一50年 の年平均伸び率は9.4%が 見込まれているわけである。

ただ,隣 接産業の伸び率 に比べて新聞の伸び率がかな り低い ことは,注 目しなければ ならな

いo

1-2マ ルチ ・メディア時代の新聞の地位

従来,情 報サービス機能は新聞をはじめとする少数の組織に委ねられ,少 なくとも情報の取

り扱いに関しては,社 会的な分業システムが確立 されていた。読者は重要な情報媒体としての

新聞を購買 し,そ れによって新聞の活動を維持 していた。この関係の中に新聞業独特の存在意

識があった。

ところが,社 会の情報化が進むにつれ,こ のような分業システムが崩れは じめてきている。

各企業はもちろん,社会全体が,つ ぎつぎに開発 される新しい情報処理装置,記憶装置,伝達装置,

複写装置などを駆使して,積極的に情報の収集,処理 配布活動をはじめようとしている。ヵづて

の読者はもはや新聞の全面的維持者ではなく,時 には競争老に転ずる可能性 も出てきている。

新聞が従来通 りの情報サービスの形式を続け,あ るいはそのシステムに小改革を加える程度

で も必要 とされる情報量の絶えざる増大に支えられて,経 営的には当分成 り立ってゆくであろ

う。 しかし経営面で成 り立つとしても,そ れだけで,こ れまで新聞が果た してきた役割りと社

●
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会的 プレステージを今後 も維持で きると期待す るのは無理 なのではないだろ うか。 なぜならば

・マルチ ・メデ ィアの時代1と い われ,多 数 の情報 メデ ィアが併存 し,発 達することは もはや

間違いのない ところで あり,そ こでは,マ ス 。メデ ィアが多様化するばか りでな く ・カス タム

・メデ ィアやパー ソナル ・メデ ィアが,コ ミュニケーシ 冒ンの生産 ・流通過程で一定 の分野 を

占め,い きおい新聞は もはや ロ最大 の ・情報サー ビス機関ではな く,・ 主要 な情報サービス機

関の うちの一つ.と な り,相 対的 に地位がかなり低下するか らである。 この意味す ることは重

要であろ う。

こ うした傾向を うかがわせる ものの一つ として,家 計の中における情報関係の支出の変化 を

次 に示す。

情 報 関 係 支 出 の 変 化

1963 1965 1968

は が き 238円 256円 375円

そ の 他 郵 便 476 574 662

電 報 15 16 15

電 話 1,812 2,803 5,415

新 聞 4,724 5,10g 6.314'

雑 誌 1,102 1,229 1,452

週 刊 誌 179 186' 189

書 籍 2,252 3,011 5,628

他 の 印 刷 物 626 706 842

ラジオ・テ レビ受信料 2,833 2,924 2,839

テレビ・ラ ジ オ購 入 2,930 3,112 8,685

情報関係支出合計ω 17,187 19,926 32,416

消 費 支 出 ⑧ 523,395 621,989 797,293

(A/B)× エ00 3.28 3.20
'4

.06

(備 考)国 民生活白書昭和45年 版による。数字は総理府統計局 「家計調査年報」

この表 でみる限 りでも,新 聞に対する支出は絶対額で は逐次増加 している ものの,情 報関係

支 出全体 の中で新聞が占める比率は,1963年 に0.9%だ ったものが,19.68年 には0.79

%に 低下 している。 この傾向は,今 後新 しい各種情報 メデ ィア(そ れ らは受け手側 に端末機 な
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どを必要 とし,そ れだけ情報関係支出の負担増となる)の 実用化に伴って,さ らに強まる可能

性が高い。

1-3市 場指向性の強化

冒頭でものべたように,新 聞業は情報(記 事と広告)を 紙面という情報パ ッケージの形に組

みあげ,大 量複 製 して読者に提供し,そ の対価を読者と広告主から購読料と広告料とい う形

で徴収することによって企業運営を行なっている産業である。

したがって,新 聞業を構成 している主体は,新 聞社,読 者,販 売店,広 告主の4者 であb,

この4老 をめぐる情報化の進展が新聞業の情報化を直接的に左右することになるわけである。

ところで,情 報産業としての新聞業の大きな特質は

① 不特定多数の読者を対象として,最 新の情報(記 事と広告)を 有料で提供する。

② 情報の伝達手段として紙 とインキによる印刷術を利用し,配 達は人手による。

とい う2点 に求められよう。

さて,第1の 特質からの問題としては,不 時定多数読者に対する影響力の強さと新聞の扱 う
t

情報の公共財的性格の強さとい うことか らして,内 容の正確 さと高い倫理基準を保 つことが強

く要請され る。 しか し,情 報化の進展 とともに,読 者大衆の情報需要は多様化 し,専 門化 し,

分化 する傾向が高まるであろ うか ら,そ うなると,大 衆 の求める情報の うち,一 般新聞で取 り

扱 う情報 は何 か,そ の経済価値は どうか 、とい ったことに対する よリシピアな分析,検 討が必

須 となってこよう。

最近,通 勤者を主たる対象 とした夕刊専門紙や流通経済専門紙 が発行 され るといった傾向が

み られるが,今 後 は一般新聞 を発行する と同時に,特 定情報 を特定層に提供するセグメン ト・

メデ ィアとしての専門紙 ・誌の発行 が強 まってゆ くか もしれ ない。

しかし・こうしたセグメン ト化 も,な お依然 として特 定マスを対象 とす るマス ・コミュニケ

ーシ.ン であり,今 後 出現が予想され る双方向のカスタム ・コミュニケーシ ェンや情報検索サ

ービス とは根本的 に異 なるもので ある
。

新聞業は,こ うしたセグメント ・メデ ィア発行の段階 をへながら,し だいに市場指向性を深

め,総 合的情報の ワンウエイサービスといったマス ・コ ミュニクーシ 。ン機能のほかに,情 報

検索サービスや カス タム ・コ ミュニケー シ冒ン機能を加えてゆ くもの と思われ る。
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1-4製 作工程 と配達 の変化

っ ぎに,情 報の伝達手段 と して印刷術 を利用 し,配 達 を人手 によってい るとい う第2の 特質

か らは,コ ンピュータを中核 とした情報化社会 にマッチした新聞製作工程 と配達の革新 とピ う,

さ し迫 った変革の要請が生 じて こよう。

新聞業 がグーテンベルグ以来の活版 印刷術 を利用 し,紙 に インキでパ ッケージ した情報を読

者 に提供 してきた ことは,こ れまでの ところ,そ の迅速 さ,正 確さ,情 報量の豊富 さと増減の

容易さ,理 解の しやすさ,保 存 の容易さ,取 出 しの容易さ,そ してとくに価格の低廉 さなどの

点で,他 の媒体をは るかに凌駕 していた。

また配達 に人手 を使い,こ とに戸別配達制 を確立 して きたこ とは,発 行 部数の維持,伸 長 なら

びにマー ケッテ ィングに大 きな力 となっていたばか りでな く,注 文生産 を可能に し,企 業経営

を安定する うえに重要 な要因 となっていた。

ところが,こ うした新聞印刷術や配達制度 もコンピュータをは じめ,エ レク トロニクスを利

用す る各種情報機器の急激 な発達 による新 しい メデ ィアの増加に より,そ のメ リットが しだい

に薄れは じめている。

た とえば,印 刷術の面では,シ ステムとしてほ とん ど完ぺきの域に達 しているホgト ・メタ

ル ・シスデムが既に旧式 となり,写 真植字 を中心 としたコール ド・タイプ ・システ ムが登場
,

さ らにコンピュータと直結 した電算植字 システムへの飛躍 が既定の方向 となりつつある。 また,

家 庭配達の面で も,電 送技術の発達 か らホーム ・フ ァクシ ミリ(家 庭電送新聞)へ の試行が活

発化しつつある。

今後,コ ンビa－ 夕の利 用が普及 し,さ らに,CATV,ビ デ オパ ッケージ,デ 一一タ通信, .

テ レビ電話,ホ ームファクシミリなど新 しい情報 メデ ィアの実用化が本格化になると,従 来新

聞が特質 として持 っていた優位性は相 対的に低下 し,そ れにつれて,情 報産業分野において新

聞業が果たす役割 りもおのずか ら変化 して くるであろう。

2.NlS形 成 へ の展 望

新聞業はその基本的機能 を果たすために,従 来か ら,い くっかの情報収集 システムを企業体質

の基幹 として整え,そ れに必要 な通信手段の整備に最大 の努力を払い続けて きた。

その第1は い うまで もな く,ニ ュース ・ギ ャザ リング・システムであ り,第2は 広告集稿 シス

テム,第3は 販売店 と本社間のシステムである。
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2-1さ て,新 聞の最大 の商 品であるニュースは国内 ,国 外 を問わず,い つ,ど こで発生 す

るかわか らない ものである。 このようなニュースを取材するために新聞社はその規模に応 じた

取材体制 を布いている。

全国紙は全国ならびに世界の主要国 を対象に,地 方紙 は所在の県を中心に
,と い うような規

模である。

しか し,い ずれに しろ,新 聞社 が自力で,あ らゆるニ ュース をカバ ーする体制 を整えること

は,と うてい経済的負担 に耐え得 ない。 ことに情報化時代に入ればその負担は増大する一方で

ある。そ こで新聞社は通信社を利用 し,ニ ュース ・ギ ャザ リング ・システムを完全な もの に組

織する とともに,経 済的負担の軽減を図 っている。 ことにサービス ・エリアがある地域 に限定

し,い きおい取材体制 もそのエ リアを中心 に設置 している地方紙 では ,中 央の政治,経 済 をは

じめ国外 ニュースなどは,ほ とん ど通 信社 に依存 してい る。

この よ うに新聞社 と通信社 の結びつ きはす でにかな力強固であるが ,さ らに将来,コ ンビ三

三 ぞを利用 したオンライン ・リアルタイム化が実現す るようになれば,通 信社 のコンピュ_タ

に各地 の情報をインプッ トし,そ れ をデー タセンター として,加 盟各新嗣社が共同利用するよ

うな ・いわゆるNIS化 も進むであろ う。

2-一一2新 聞業はその収入の50%以 上 を広告収入 に依存 してtsり
,そ の比率は今後 もさらに

上昇す る'もの と予想されている.し たが 。て ,広 告鰯 のための繍 収集。ステ。も扶 新聞

勤 ‥ て重要なものとな・ている・ ことに前述のように一輪 とあわせて専門紙 ・誌など新

しい媒体の発行により市場指向性を強めてゆくには,広 告主側の媒体需要が強い支えとしてな

ければならないo

綱 業は・そうした広告主側の語 鹸 起し・酷 スベづ を賦 する鎚 に・雄 主に対

して媒体の発行部数をは じめ,メ ディアの特徴 ,各種の市場調査データなどを提供すると同時

に,広 告主側の支払い能力などの情報を入手 しなければならない。新聞業はこれらの情報交換

のために.従 来から各種の調査機関や広告代理業との間で情報交換を行なってきた
。

しかし・この面でも聯 量は散 しつつあり・交換のだ 一 ド・ガ が強く酷 熱 てきて

い るの で,こ こで も コ ン ピ ュ ー タに よ る リ ア ル タ イ ム ・シ ス テ ム が 必 須 に な
っ て く るで あ ろ う。

もちろん・
.一部の新離 ではすでにそ うしたら テム化躾 姉 移 しつつあ・が,今 後はさ.ら

にその傾向が強ま り,少 なくとも広告代理店 と新聞社 のオンライ ン化 が実現 して ゆくことにな

ろ う。
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2-3新 聞発行本社と販売店 との情報交換システムも新聞業にとってウエー トの重いもので

ある。新聞業が何十万 ・何百万の発行部数を持ちながら,し かも注文生産体制 という安定 した

経営を維持できるのは,販 売店から日々の需要部数が本社に伝達されるためである。 しかも.

販売店はそれぞれサービスエリアを確保 し,マ ーケッティング情報をはじめ,競 争紙の情報な

ど発行本社の経営戦略に役立つ各種の情報を提供 しており,本 社 もまた販売店に戦略情報を供

給 してその活動を助けている。

この両者は ・それぞれ独立 した主体でありながら.ま さに運命共同体 として共存 しているの

であって・その意味で・両者間の情報システムは強固であるが、現在までのところは ,こ のシ

ステムは人間依存度が強 く・このままでは将来の情報化に耐えられ なぐなる恐れ もある
。 した

がって,こ こでもコンピュータを利用 した情報システム化が遠からず登場 してくることになろ

う。

2-4新 聞業が人間活動のあらゆる面にわたる情報をカバーしていることはSで にのべたが
,

その意味で,既 存の情報産業である放送 との情報交換は,そ の取り扱う共通性があるばかりで

なく・発生史的にも深い関係があるところから,か なり密接なものがあり,今 後 もその関係は

発展するであろう。

さらに冷 後続縫 揚してくると予想される各勧 専門繍 産業と新聞業との擁 交換もあ

る程度進むであろ う。

いずれ にせ よNISを 国 に よる情報 システムあるいは官公庁相互間
.企 業 と官公庁 との間の

情報 システムと してとらえず.企 業外主体のシステ ムとの有機的関連 に…bいて発展 を図 ること

が必要 な情報 システムと考え るならば,上 述の例で もわかる通b,新 聞 業はNISへ の基盤 を

すでにその繰 傾 の中に深 く持 ・ているし・今後 もさらvaより一顧 ・sの 向雄 大 .強

化す るで あろ う。

5・ 効 果 マ キ シ マ ムの確 保

3-一一1新 聞発行本社 と販売店の効果 マキシマムの確保

新聞発行本社 と販売店が運命共同体として強い共存関係にあることは,両 者間のNIS形 成

の展望で述べ極 りであるが溌 行本社がアセンブ・一としてその擬 敬 軋 '騨 化献

に対応して行 くとしても,販 売店が現在の体質を変えず,今 後も配達 .集 金業務だけに終始す

るならば.販 売店はやがて行 き詰まり,ひ いては新聞業全体の衰退をも招 くことにな
ってゆく
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であろう。

現在.発 行本社は,労 務事情悪化 という悪条件の中で,販 売店の経営に最大限の援助を与え

ている。 しか し,本 社と販売店の効果マキシマムを確保 してゆくためには,販 売手数料の増額

といった資金的援助だけでは問題は片づくまい。

原因は,販 売店が新聞業とい う知識産業の系列に属 しながら,知 識や情報 とはほど遠い配達

労務 という肉体労働の提供によって対価を得ているにすぎないところにあろう。

新聞自体は公共性の高い産業であるといっても,配 達労務それ自体はデリバ リー以外の何 も

のでもなく,そ の労働は決して知的とはいえない。 したがって,現 在全国で約34万 入に及ぶ

配達従業員確保の見通しはあまり楽観視できないであろう。

新聞業にとって現在の戸別配達制度を維持することは,当 面絶対的要請であるが,そ れと平

行 して,販 売店を情報産業の一翼に組み込み,地 域の情報サーブセンターとナるような改革が

求められているのではあるまいか。

こうした情報システムの販売店の組み込みが,本 社と販売店の効果マキシマムを確保するこ

とになってゆくであろう。

、

3-2新 聞社 と通信社の効果マキシマム

新聞業がその最大の商品である二=一スの収集に裁 て通信社を利用することはすでに述くSこが,

情報化社会の進展にともない情報量の増大.多 様化が飛躍的に進むなかで,新 聞業が国内,国

外の各種通信社を活用 し,そ れに対価を払うことによっ＼通信社の経営を維持,発 展させるこ

とも,そ の効果マキシマムは国民経済的見地から見逃がせないであろう。

4.業 界内での体制変化

4-1系 列化 ・グループ化

新聞業が情報化社 会への移行 に伴ない今後系列化 ・グループ化 してゆ くかどうかは軽 々に判

断で きないが,欧 米 では系列化 ・グループ化はかなり見 られる現象 であり .そ れな りの メリッ

トもある。

しかし,わ が国の新聞業は戦時中の1県1紙 体制 によって経営基盤 を確立 し ,戦 後の経済成

長に支え られて.お おむね独立独歩の経営伸長 をとげて きた。 したが って現在少数の例外を除

いて,顕 著 な系列化はみ られないが ,今 後は大型 コンピュータを共同利用 して,ニ ュース交換

や経営情報 の交換 を行 な うグループあるいは電算写植 ・オフセ ット印刷 など製作設備を共有す
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るグループが増加する可能性は生ずるであろう。

また新聞と放送(民 放)と の結びつきは,発 生史的に強いものがあることはすでに述べた通

りで,こ の結合は今後も続 くであろう。

だが,最 も注目されるのは,新 聞業がその基本的機能として持 っている情報の収集,加 工機

能をフルに活用 して,新 聞業を中核とした情報産業グループを形成することであろう。

すでにコンピュータを利用 した計算 センターを系列下に置いた新聞社 も増加 しつつあるし,

CATVの イニシアチブを握bつ つあるものもある。さらに,電 器メーカー.放 送,教 育 ,映

画 ・レコー ドなどの各企業 と協同して情報産業グループ形成に力を注いでいるものもある。 こ

うした傾向は今後の情報化の進展によって一層強まるであろう。

4-2業 界内の変化

情報化社会へ移行するに当って,新 聞業もまた市場指向性を強め,セ グメント・メデ ィアと

しての専門紙 ・誌発行の方向をみせていることは前述の通りだが,他 方,新 聞業界の現体制は,

世界でもまれな全国紙の大型化が進み.あ る程度情報の集中化状態がうかがわれつつある。 し

かもそ うした全国紙の中には,全 国に散在する発行本社間にファクシミリ体制を布いて.ナ シ

冒ナル ・ニュースを全国共通化し.さ らに将来 コンピュータによる一元的情報処理の可能性 も

ある。

また.地 方紙 も通信社ニュースの利用によって情報の等質化が進んでおり,こ の傾向は漢テ

レ体制からさらに漢テレ・ファックス化,電 算化へと進むにつれ一層強化する可能性が高い。

もともと情報化社会の進展は,交 通手段,通 信手段の発達によって,地 理上の時間 ・距離を

急速に縮少し・それに伴って地域格差の解消を押し進めるものだから,新 聞の扱 う情報が等質

化するのもある意味で当然な面もあろう。,しか し,テ レビという映像マス ・メデ ィアによgて

全国的等質化が促進されているうえに,新 聞までがそれに追い打ちをかけることは,情 報画一

化の危険 をはらむ という意味で軽視できない傾向だといえよう。

今後,情 報化社会の中で,新 聞業が情報産業の先達としてそのプレステージを維持,向 上 し,

産業として経営的にも成長を続けてゆくためには 馴各新聞が多様なニュースの提供とともに個

性あるピューズを強 く押 し出し,企 業個性を濃 くすることであろう。

5.業 界団体の変質

新聞はもともと私企業であるが,そ の提供する情報という無形財が大衆に強い影響力があり,
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それに よって世論 が形成 され,社 会の進 むべ き方向を指 し示 すために,他 の業種 にはみ られな

い高い公共性 と倫理基準 が求 められている。 この ような事業者 によって組織される業界団体の

任務は大 きく分けてつ ぎの二つに集約され る。

その第一は事業 者の共通の利益 を擁護 することであり.第 二は事業者の提供するサー ビスに

関 して倫理水準 を向上することで ある。

この二 つは,新 聞業の業 界団体 としての基本的 な任務であって,今 後 も変 わる ものではない。

しか し,す でにみてきたように.情 報 化 社 会への移行 に伴 って,新 聞業 をとりま く内外の

情勢は急速 に変化 しつつある。

こうした情勢の中で,産 業間の競争に打 ち勝?て ゆ くためには,業 界団体の場 で,業 界が一

団 とな って当たることが必要であ り,よ り効果的になって きている。

そのためには,業 界団体 をより強化す るとともに,体 質を柔軟 に して内外の変化 に応 じ易 く

し,よ り広 く詳細 な情報.デ ータを収集,整 備 して業界 をリー ドす ることが業界団体の任務 と

な って きている。

6.産 業 の変貌'

新 聞業は不特定多数のマスを対象に人間活動のあらゆる分野にわた る情報(記 事 と広告)を

新聞紙 とい う形の情報パ ッケージで提供している。

新聞業が こうした総合的情報の生産 ・流通活動 を通 じてつ ちかって きた能力は,第1に 広範

な取材能力 とその選別 ・価値判断力であb,第2に 世論形成力 と大衆動員力である。

これ らの能力は,新 聞業の長い歴史 と伝統 によって築 きあげ られて きた もので,そ の裏には

,
.新 聞業発足以来 ス ト・ック してきた莫大 な情報の蓄積 と人脈 とを蔵 してい る。

.こうした能力 と情報財 を活用す ることに よって,新 聞業が今後,総 合的情報産業 として,新

しい情報分野を開拓 してゆく可能性は十分にあるし,す でに随所でふれた ようにその進出はは

じまってい る。

その中で,い ままであまりふれなか ったもの をつぎに例示す ると,

① データバ ンクと情報検索サー ビス.

これは,コ ンピュータを利用 して行 なわれる もので,す でにニュー ヨーク ・タイムス社が先

鞭 をつけつつある。

なお,デ ー タバ ンクによって各種の専門情報サー ビスが行 なわれ よう。

② 出版活動 と連繋 した生涯 教育事業へ の進出

③ 新聞マイクロ化 サービス
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④ 電波を利用した家庭ファクシミリによる情報サービス

⑤ 電話を利用したテレホン ・ニュース・サービス

こうした新聞産業の変貌は.新 聞が基本的機能 として持 っている情報の収集.加 工能力と莫

大な情報蓄積を多角的に活用するものであるが,一 見してわかるように.活 用手段としては有

・無線等通信手段に依存する面が強い。 したがって ,そ の前提条件として全国的な通信網の完

備 と自由化が必要である。

そ して,こ うした変貌の過程において新聞と放送,通 信の領域は今後一層交錯 してゆくこと

になろう。`

Z企 業のMlSの 展望

新聞業のMISを 展望ナるに当って考えねばならないのは.新 聞業が他の生産企業と異なっ

て,そ の取 り扱 う商品素材である情報(と くにニュース)が.い つ,ど こで,ど のような規模

で発生するかわからないものだということであり.ま たその選別 と価値判断は人間に依存しな

ければならないということである。 しかも,日 生々産する新聞はまった くの一品生産であカ,

時々刻々の時間 と勝負しなければならない。

こうい うきびしい制約から新聞業は基本的に人間依存型産業を続けてきたのであ;て,こ の

基本は今後も変 らない。

しかし.情 報素材の取材とその価値判断 とい う産業のかなめ以外の部分で量的,質 的に生産

性を上げるためのコンピュータの利用は新聞業でも着々と進行 しており.経 営管理面での生産

性向上を図るMISへ の努力もしだいに本格化へ向いつつある。

さて ・新聞業に謝 る・ンピー一・利用は大別 して事務用 と製紅 鶴 ゆ けられる・
.

日本新聞協会の調査によると、現在,コ ンピュータを業務に利用している社は24社 .セ ッ

ト数で31セ ットであるが,自 社保有 とい う」純粋に新聞社に・帰属 ・する形で使われているの

は25セ ットにすぎず,機 種も中型クラス以下である。

利用分野は一般事務計算が主で.新 聞企業独 自の利用法の開発はまだ十分進んでいるとはい

えない。

しかし,一 般事務計算にウエイトカ痙 いのは,何 も新聞業だけでなくごわが国全般のコンピ

ュータ利用実態についていえる現象である。ことに将来予想される環境条件の変化に対応する

ため,現 在の新聞業の体質をよb柔 軟にしておかねばならぬという要請への第1段 階として ,

経営実態をつかむ意味からも一般事務計算から財務情報処理に広 く利用 してゆくのは妥当な利

用形態といえるのではなかろうか。
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そ して,こ うした中か ら新聞業独特 の利用形態 もしだいに現われようとしている。

た とえば,ぼ う大 な発送部数 を管理するための発送部門での事務計算的利用,即 売最適部数

予測,最 適輸送通路計画,販 売店事務計算,広 告事務計算 といった ものであり,こ うしたサブ

・システ ムを積み重 ねることに よって新聞業の経営管理全般のMIS化 が達成 されてゆ くもの

とみ られる。

第2の 製作工程面への コンピュータ利用は新聞業 と して当面 もっとも力を注いでいる側面で

あり,急 速に開発が進んでいる。

すでに実用化 しているもの には,箱 もの,ラ ジオ ・テレビ欄,ス ポーツ記録,商 況 ・株式欄,

案 内広告 などの特殊組み版 自動化 プログラムがある。

将来は,こ れ らサブ ・プログラムを総合 して,提 稿か ら印刷 までの全工程 をオンライン ・リ

アル タイムに処理 する ・自動編集 システム.へ と進展するであろう。

新聞は時 々刻 々変化するニューズを文字化 して報道するもので あり.記 事内容 の修正,変 更

にともなう差 しかえは必須要件である。 したがって.自 動編集 システム ・は,編 集者 とコンピ

ュー タが容易かつ 自由に対話で きる極度のフレキシビリテ ィが要求 され,い きbいOCR,C

RTな どをフルに利用 した大規模 なシステムとなるとともに,バ ックアップ ・マシン も必要 と
、、

なり,投 資は莫大 なもの となろ う。

しか し,乞 うした文字化情報 のための対話 システ ムは,た だ単に新聞業の技術革新 と経営革

新 に役立つだけでなく,す べての産業 における情報化,な かんず くMISの 発展に大 きく寄与

するもの となろ う。

&労 働 ・教 育 問題 の 展 望

情報化社会の進展によって,新 聞業は今後 とも激 しいインパク トを受けるもの と思われるが,

そ うした流動的環境条件のなかで新聞業がその社会的機能を果たし,プ レステージを確保 し,

より一層信頼性を高めてゆ くには,ま ずなによりも高い能力を持つ人材を確保するとともに,

情報化社会に対応する教育を経営の出発点としなければならないであろう。

それは,新 聞の基幹業務である情報の取材,選 択,加 工といった業務があくまで人間依存の

ものであるところからも当然であろう。

ところで,当 面,新 聞業のコンピュ一夕リゼーシ。ンのためには,従 来の新聞人と異なる専

門的人材の確保とそのシステムを自由に駆使できる人の教育が急務であり、それにともなって

新聞業における専門家のあり方や処遇の問題あるいは従来の人間依存的思考からシステム的思
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一
考への転換 と調和の問題等種 々解釈 を迫 られる問題が起 ってこよう。

だが,何 よりも重要 なことは,経 営 トップ層や管理層が 自らシステムマイン ドに徹 し,情 報

化社会の インパク トに対処する方策 を明示することであろ う。

なお今後の労働問題 としては,就 業人口の減少傾向の なかで,戸 別配達販売を維持 するため

の労働力 をいかに確保す るかが重要な課題 となるであろう。
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珊 出 版 印 刷 業

出 版 産 業

1.産 業の根底の変化

日本経済の好 。不況の波に関係な く,こ こ10年 来好調な成長を続けてきたのが,出 版業界

である,書 籍と雑誌を合わせ.4,416億 の年間売上高を昭和45年 に示 した。 これは10年

ほど前の昭和35年 の約1,200億 と比較すると約4倍 に近い高成長率を物語 っている。出版

業界のこのような{申長ぶりは,書 籍出版の面でとくに著 しい ものがあb、 昭和39-'40年 を

中心 としておきた百科事典 ・全集ブームがその原動力となった。あいついで各出版社から高定

価の百科事典や全集 ものの大物出版企画が商品化され.市 場に登場 した。 しかも大量販売の販

売実績を確実に残 したのである。 このような高定価出版物の大量普及された背景 として

イ 都市型小家族の増加

ロ 所得水準の向上

ハ 教養娯楽費の上昇

二 高校 ・大学への進学率の急増加

ホ 熱心な教育への関心

があげられる。 これらの市場環境に応 じて業界全体の積極果敢な企業努力。販売活動等が相乗

的に関連 しあって,若 干の不均衡はあったにせ よ,需 要供給の一応のバランス状態のものとて

出版業界は成長してきたのである。

この輝ける成長があってこそ.情 報化社会への移行という今日的状況下にあるとはいいなが

ら,出 版産業が情報提供サービス業 として情報産業の一翼をになうものとしての評価づけがあ

ると考えたい。また出版は水ものといわれながらも今日市民権を得られている事情はなかろう

か。

しかし,こ こ10年 間の出版業界の推移をマクロな視点から,こ こ1v'2年 の状況をミクロ

に目を転ずると,手 放 しで楽観ばかりしていられない諸現象にたちどころにぶつかる。それは

39い40年 以降の好況の波 もようや く衰えをみせ始めて,需 給のバランスがくずれ,過 剰生

産に傾 きかけてきたことである。過剰生産や労務難による小売書店の外販力の弱体化により,

書籍の返本率の漸増の傾向が見られる。出版業界における返本の問題は∫現在の流通機構がも

つ宿命的な課題であって,販 売委託制度の結果 、とか く過剰生産,過 剰納入になりがちで,需

給のバランスが くずれやすい。また,小 売書店 には適正な配本がなされない結果.機 会損失.

ダブつき現象 もおこりやすく,さ らには,出 版点数の増加により.店 頭陳列のチャンスが小売

書店の店舗の狭臨により失なわれやすい。 こうした事情から返本率は一向に減少せず,44年
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45年 は増加の傾向にある(出 版年鑑)。 返本率を減少 し,販 売効率を高め営業利益をあげる

ために,取 次で適正な配本計画を立案 し,実 施することを書店や出版社サイドでは強く要望 し

期待 しているのである。現在の流通機構の中で,大 手有力取次ではコンピュータを導入 し〆適

正配本計画のために,小 売店の販売力分析.商 圏内の読者層の分析,定 期雑誌の季節変動分析,

地域性分析を始めた。そのためには販売諸情報のデータギャザ リンクと処理 ・分析のマーケテ

ィング情報システムの トータル化を志向 しはじめなければならないであろう。こうした流通機

構の体質改善は自由化により,上 陸してきた外国資本を迎えうつ基本的対策に外ならない。

また,と くに注目したのは,小 売書店の労務難による外販力の低下に触発されて,訪 問販売

による月販会社が登場 し.し かも成功 したことである。 ドア ・ツー ドアのキメ細い販売活動と

訓練度の高いセールスマンにより,潜 在需要層の喚起を行ない,市 場の拡大化を図ることができ

たのが成功の原因である。

一方 ,外資によるブッククラブの攻勢が顕 らわれ,そ れに対抗するように 「出版流通機構研

究 懇談1か ら発展 した国産のブッククラブもまた対抗上設立された。

次に,出 版社が独自の販売組織をもち,出 版社から末端消費者である読者に直接に販売活動

できる直販による出版書籍,雑 誌の売上高 も年々増加を続けている。直販は生産の計画化.ま

た返本率の減少により販売効率 も高 く,伸 び率は好調を続けている。

2.NIS形 成 への展望

マーケテ ィング情報 システムの確立 をすみやか に行 ない.市 場情報 .販 売情報の ラピッドな

収集 と処理,そ して分析 によb,適 切 な配本計画 をたて る,そ の計画の もとに,全 国2万 前後

の小売書店へ適切 な部数の配本 をする。

それに より.返 本率 を減少させ.損 失 を防 ぎ,販 売効率をたかめたい とい うのが.現 在の 出

版業界の課題で あることは前述 した。

こ うしたオペ レーシ 。ナルな側面 と同時 にマーケテ ィング情報 システ ムの確立に より ,販 売

違 報,市 場情報 を涙莱 ・処理 ・分析 し出版企古 を真に読者志向やマーケ ット ・オ リエンテ ッ ド

なものにするプランニングな機能の展開を も十分望み得る。 出版企画や製品計画にマー ケテ ィ

ング情報 システ ムを有機的に関連 づけるシステ ム自体は ,直 販形態の出販社 や月販会社 やまた

その他の出版社に若干みられ るが,企 業単位であれば,商 品系列 も小 さ く.し たがって対象顧

客層 も局部的で あり,収 集 するデータはオールラウ ン ドな ものは望み得ない。

ここで出版業 界全体の トータル的な情報 システ ムの設立が急がれてい るわけである
。情報化

への移行の今H的 状況のなかで,出 版産業 の一翼 を荷 なうべ き当業界がこのよ うなトー一－Sルな情

`
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勺

報 システム作 りに立 ちおくれてい ることは皮肉で ある。 しか し.シ ステ ム作 りの努力は一歩一

歩堅実なが ら続けら#て おり・B本 書籍出版協会 ・日本雑誌協会,日 本出版取次協会等の団体

が推進母体 となり,雑 誌 コー ド.書 籍 コー ドの立案,実 施 が精力的に行なわれた
。

マーケテ ィング情報 システムの実現のた めには,業 界共有の コー ド体系 が樹立 される必要が

ある。 コー ド体系 が一たん組み立 てられ れば.情 報 システ ムの設計は まず第一段階は成功 と考

えて よい。

先に実施 された雑誌 コー ドについで,書 籍 コー ドが日本書籍出版協会 と日本 出版取次協会の

間で,昭 和40年 の秋 ごろか ら検討 された。43年 の1月 に 「書籍 コー ド設定案」が とbま と

め られ,同 年11月 に 「書籍 コー ド実施要領」が決定 され,44年 より実施 にはいった。'

コー ド体系 が設定 、実施 され ,-r般 化 されれ ば,コ ン ピュー タに よるマーケティング情報 シ

ステ ムが早い時期 に実現す るもの と考え られ る。 とくに出版販売諸指標について業界では
,ト

ー タル的 な諸 指標 とい う意味 でオー ソラ イズされた決定的な ものがまだない とい
ってよいだろ

う。販売情報 システムの完成 のためには 、前説団体 や大手有力取 次の連 係プレイによる積極的

姿勢が待たれ る。

3.系 列 化.グ ループ化の変ぼ う

出版業の機能は.情 報 を収集 して,編 集加工 し.活 字 メデ ィアによって,そ の情報 を伝達提

供する所にある。伝達 上の媒体は活字であり,「 本 ・雑誌」 とい うパ ッケー ジに.伝 達情報は

すべて媒介 されていたわけで,そ の 伝統は連綿 と続いて きた。また今後 も,「 本 ・雑誌」は情

報¢)パッケージと しては.情 報の価値単位あた りの コス トも安価 であり,ま た伝達効率 も伝達

◆情報の質の面 からみて
,決 して勝 る とも劣 ることはない。 したが って.「 本 ・雑誌」 とい う

パ ッケージはまだまだ
・その経済価値 ・及び文化価値 を当分は低下する ことはな仏 であろ う。

しか し・一方 ・映像文化がテレビの出現以来.定 着 しは じめてきてお り ,映 像言語 とい う新

語が生れるほど ・映像がメ'ディアとしての可能性を正当に評価 されて きた。

出版業界 も脱 「活字 メデ ィア」で あるこの映 像メディアの商品化 と取 り組みは じめた
。 それ

に拍車をかけたのが.カ セ ットテープ と本 とをアッセンプル したカセ ット商品の成功 を見逃す

わけにはいかない。簡便性が売 りものの カセ ットは主 として語学練 習用 として商品化され
,ノ」、

売書店の店頭 に現われた。 またた くまに,出 版業界全売上高の10%強 の 寄与率を示めす まで

売上を伸ば した。 これが刺戟 とな り,映 像のパ ッケージである,EVR・VTR・SVへ の商 .

品 開発の方向va-一一斉 に各社 とも,行 動 をおこ した。 しか も,P映 像 パ プケージ」であるEVR

・VTR・SVの 場合
,出 版 ・レコー ド・新聞 ・テ レビ ・映画 ・電機 メーカー とい った企業の
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グループ化 を形成 している。

このグループは情報の収集技術 ・蓄積技術 ・処理技術 ・アッセンブル技術及び流通販売組織

がそれぞれシステ ム化 され る必要性を 「映 像パ ッケージ」商品は持 っているか らと思 われる。

「映 像パ ッケージ」の市場は出版市場 と同規模の4,000億 といわれるが,商 品開発の成否 に

よって.グ ループ化の地図模様 は変 っているであろうし,イ ニシアチブの需給 も自ず と明りょ

うで ある。

i

4.業 界 内の体制変化 と変ぼ う

コンピュータに ょる情報処理技術は 日進月歩で進展 してい るが,情 報検索技術 もまた急速 に進

進歩するであろ う。 まず,大 量 デー タの蓄積が容 易化 し,処 理 がス ピー ド化 され ることにより,

情報 の価値単位あた りの処理 コス トやまた媒体 コス トが相対的 に低下 するにつれ,本 格的デー

タバ ンクの誕生は より早 く実現するであろう。データバ ンクが本格稼動すれば,個 々ユーザ」

の趣好 とニーズに合致 した カス タムメイ ドの情報パ ッケージや モジュールの提供が情報価値 に

見合 ったコス トで可能になるのである。

こうした情報パ ッケージやモジュールを提供で きうる諸資源 や装置のために投下 される資本力

力に よって,出 版業界は企業個性が明 らかに分岐する方 向にあるといえる。 「百 貨店」化の方

向 と 「専門店」化の二分極化は現状で もみ られ る現象であるが,こ の現象は,情 報化社会の移

行 とともに さらに拍車がかけ られるであろ う。

5.業 界団体の変質

日本書籍 出版協 会と日本出版取 次協会に よって実施方を推進 された書籍 コー ドに もうかが う

ことができるよ うに.業 界内に情報 センターを設置 し,販 売統計,販 売諸指標の提供 を図る機

能 が近い将来.実 現する機運は熟 しつ つあるので ある。

とくに出版業界内においては,コ ンピュータ導入の各社 より構成されてい る出版 コンピュー

タ研究会では,共 同利 用を目的 とした コンピュータセンターの構想及 び実現化のための研究
,

ま た帳票の統一化.標 準化,請 求書のMT化 な どが研究課題 として とりあげ られ,ま た とbあ

げ られ ようとしている。

業界内における情報の交流 やネッ トワークの存在意義 を認識 し,積 力的 に取 り向 う積極的姿

勢がみられ る。

¶
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6.企 業 のMISの 展 望

出版業界では編集制作の生産合理化の面か ら,コ ン ピュータを自動編集に意欲的 な利用が試

みられ,実 施されている。旧態依然た る紙 とペンの編集作業その ものの合理化が図 られてい る。

また,コ ンピュータによって情報,資 料のメンテナンス.そ の結果,常 にア ップデイ トで新鮮

度の高い正確 な情報 を大量に蓄積 ・保存 され る機能 が可能 となって きた。百科事典,年 鑑.人

名銀雪,常 に ア ップデ ィトな情報の追加訂正を行 なう必要な もの に.コ ンピュー タ利用が積極

的に行 なわれてい る。

また,事 務 用コンピュー タの利用 も導入時期の早遅に よる程度の差はあるが.在 庫管理 ・販

売管理,財 務会計,人 事給与計算の諸業務に行 なわれている。 この結果,企 業 内環境の情報の

整備 は着 々と進行 している。

今後の課題は企業外環境とくに.市 場環境の諸情報の収集と処理と,そ れと同時に企業内と

外の情報 の インターフェイスなどどうはかるか とい った段階 を各社 ともむかえている。

N
、

ヂ戸

鍵

'

、

▲

7.労 働 ・教育の問題

出版業 界にあって も↓コン ピュータ利用に 日増 しにその領域 と量は拡大 されてい くであろ う。

各企業 にあ っても,コ ンピュータ利用の正否は広汎 なコンピュータマイン ドを醸成で きるかに.

かか ってい るとみて よいか ら,幅 広い コンピュー タ人 口の育成が焦眉の急になる。出版業界の

場合.情 報産業 と喧伝 され なが らも,コ ンビ邑一タへの理解 と研究は他の業界 と比較 して進ん・

でいる とは決 していえない。

コンピュータの教育は これか らの感 が深い。

一方,情 報化社会にあっては,産 業構造の変化,社 会構造の変容 も激 しい だろうし,情 報価

値 も常 に流動的で ある とは思われる。 これ らの烈 しく流動的 な内外の環境を先取 りし,常 た将

来 を見定める意欲 を出版人は,出 版産業の性質 か らい って も、かな り旺盛 にもってい るのでは

ないか と思 われ る。
ヤ

これは伝統の力 とい って もよい出版界の所産 である。 しか し,そ れ らのエネルギーは ときと

すると,家 内手工業的 に孤立化 して しま う傾向がある。

これか らの情報化社会にあって出版業界がその イニシアチブを確保するため淀は.孤 立の状

態か ら抜け出 し,シ ステ ムとしての効果のマキシマムを志 向 しなければ ならない。 システム的

思考の可能 な人材の育成 を図る ことが必要である。 、
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